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 開  議  

 議  長  本日の出席議員は、１５人につき、定足数に達しております。 

これから、本日の会議を開きます。 

（９：３０） 

 日程第１  

 議  長  日程第１ 一般質問を１４日に引き続き行います。 

 質問の通告がありますので、項次発言を許します。 

４番 田中政浩議員 

 田中議員  改めまして、おはようございます。 

 ９月になり、台風シーズンになりました。昨日の台風１６号も大きな被害なく、た

いへん喜んでおります。 

 ９月１日は防災の日として全国的に様々な訓練等がなされたようでございます。筑

前町におきましても、９月９日救急の日に、筑前町消防団第４分団が、福岡県消防操

法大会の小型ポンプの部に出場されました。選手はもちろんですが、消防団全員が一

致団結をし、固い絆で結ばれたように思いました。入賞はできませんでしたが、消防

団の皆様に栄誉をたたえたいと思っております。 

 また、防火の日は、１９２３年、大正１２年に、この日に起きた関東大震災の教訓

を忘れないという意味と、この時期に多い台風への心構えの意味を含めて、１９６０

年、昭和３５年に制定されたそうでございます。 

 私たちの筑前町に関する災害としては、台風、ゲリラ豪雤、地震、火災等が想定さ

れると思っております。 

 それでは、通告書に沿って、筑前町の安心・安全なまちづくりについてと、そった

く基金について、を質問いたします。 

 先日、研修委員長の久保町議からの報告もございましたが、７月４日から６日まで

の東日本大震災の被災地研修に参加をいたしました。 

 災害当時の被災状況や復興、復旧の現状を理解するとともに、「自助、共助、公助」

の具体的な事例を収集し、地域住民、市町村の首長、職員の方からの直接話を聞き、

内容を把握いたしました。 

 私たちは、テレビ等で見るだけでも災害の恐ろしさが違うという思いでございまし

たが、現地視察をした今、千年に一度の大震災のすごさや恐ろしさを考えさせられま

した。 

 今回の研修に参加をし、東日本大震災を踏まえ、筑前町の防災計画、防災教育など、

様々な取り組みができるのではないかなと思っております。 

 そこで、質問をいたします。 

 筑前町の災害と東日本大震災との被害内容は違いはありますが、防災計画等の見直

し等の検討をされる予定でございますか。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 議員が申されましたように、筑前町における災害といたしましては、津波等は考え

にくく、指摘されましたように、台風、ゲリラ豪雤等による風水害や地震、火災等が

考えられます。 

 平成１９年３月に策定されました筑前町の地域防災計画に沿って、現在、災害の予

防、応急対策、復旧、復興の一つ一つの計画の再確認と、今まであいまいであった部

分等について、より具体的な個別的計画について大きな見直しを行っているところで

ございます。 

 また、昨年の東日本大震災を受けまして、福岡県も同時に地域防災計画の見直しを
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行っております。筑前町としては、現在、その県の見直しの結果との整合性も取る必

要がございますので、その整合性を確認しながら、１０月上旪から１２月中の筑前町

防災会議において十分な審議の後に、来年の２月になりますけれども、県へ報告し、

その後３月末までに見直しを終了する予定で進めておる状況でございます。 

 以上です。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  検討をよろしくお願いしたいと思っております。 

 次にですね、筑前町の子どもたちに対する防災教育並びに避難訓練の計画は、どの

ように計画されていますか、お尋ねします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 学校における防災、避難訓練につきましては、昨年３月１１日に発生しました東日

本大震災を教訓にしまして、すべての学校において地震避難訓練を位置づけるなど、

各学校の警備・防災計画や、学校安全計画の見直しを行うとともに、児童・生徒が危

険予測や危険回避の能力を身に付けるための安全教育を実施しております。 

 避難訓練につきましては、すべての学校で避難訓練計画を位置づけておりまして、

地震避難訓練や火災避難訓練、不審者対応訓練、水難事故防止指導、それぞれ年１回

以上実施するようにしています。 

 尐し具体的に申し述べたいと思いますが。 

 まず、火災避難訓練につきましては、４校の小学校すべてですね、年２回、１回は

予告あり、予告をしまして避難訓練を実施するものと、もう１回は予告なしというこ

とで、昼休み等に抜き打ちで実施をするということを、すべての小学校で実施をいた

しております。 

 また、中学校につきましては、朝倉消防署と連携をしながら避難訓練を実施をいた

しております。 

 また、今年、東日本大震災を教訓として地震避難訓練を位置づけておりますが、こ

れにつきましては、まずビデオによる事前指導を行った後に、一斉に避難訓練という

ことで、一応、学校によりましては、保護者引き渡しまでの想定した訓練を実施をい

たしております。 

 中学校につきましても朝倉消防署と連携してですね、映像資料等による学習を行っ

た後に、避難経路等の確認をしながら、避難訓練を実施しておるところでございます。

以上でございます。 

 議  長  田中議員 

 田中議員 詳細にありがとうございました。 

 それでは、教職員の対応また指導はどのような計画がございますでしょうか。 

 議  長 大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 教職員の避難訓練等への対応につきましては、災害が発生した場合、教職員には瞬

時に適切な判断をすることが求められ、そのためには、各学校で整備されている教職

員対応マニュアル等を踏まえた避難行動を取ることができるような研修、あるいは関

係機関等と連携した危機感、緊張感を持った訓練等を実施する必要があると、そのよ

うに考えております。 

 各学校におきましては、教職員の危機意識と危機対応能力を高めるために、消防署

の指導のもと、火災時の避難誘導についての訓練を行ったり、不審者への具体的な対

応方法について、警察署やスクールガードリーダーから指導を受けたりする、本番を

想定した訓練を計画的に実施をいたしております。 
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 今回の大震災を受け、筑前町におきましても、起こり得るあらゆる災害を想定し、

各学校が実施する地域の実情に応じて、児童・生徒がいつ、どのような場所において

も最善の避難行動が取れるよう、ＰＴＡや地域、関係機関と連携した避難訓練等が必

要であると、そのように感じております。 

 そのために、各学校運営協議会において、地域と共同した防災訓練等の実施につい

て協議を、お願いをいたしているところでございます。 

 また、災害が発生した場合、学校が避難所となることも考えられることから、学校

と地域が連携し、避難所運営マニュアル等の作成を、検討をしていく必要がある、そ

のようにも考えております。 

 今後も実効性のある学校の防災マニュアル等の整備や具体的な対応が瞬時に取れ

るような訓練を通じて、児童・生徒が自らの安全について考え、判断し、避難行動が

とれるような安全教育や避難訓練を工夫しながら、学校生活等の安全改良を図ってま

いる所存でございます。以上でございます。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  教職員の適切な判断を行うことが大事だと思っております。日頃の訓練を密に行わ

れるようお願いをして、次の質問に入ります。 

 次に、筑前町の行政区は５１行政区ございますが、地域防災に関する指導を行って

いくわけです。どのような指導を行うか、また現在、防犯グッズの配備現状について、

質問をいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 現在、５１行政区ございますけれども、その中で、特に昨年におきまして、県の自

主防災組織育成強化事業、こちらは避難誘導の資器材の無料交付ということで、２６

行政区が新たに加わって２９行政区、組織率も７．６％から７７％に飛躍的に上昇い

たしましたが、実際、新設後の、その自主防災組織の維持可能な具体的な活動が課題

であり重要であると考えております。 

 議員ご指摘のように、では今後、その設立された組織された自主防災組織が、どの

ような活動を行えばいいのかと、こういった具体的なところが非常に重要になってく

るんではないかということで、例えばの話ですけれども、区の一斉清掃活動を活用し

た危険箇所の点検や避難路の確認、それから敬老会とか祭り等を活用した炊き出し訓

練、そういった頂いたグッズ等を利用した訓練、それから、防災資器材等の稼働点検、

こういったもの。 

 また、今月９月２日に実施されました中牟田町自主防災組織による実戦さながらの

防火訓練の視察研修等の日程、情報等を、そういった他の行政区にお知らせする等、

いかに自主的になおかつ持続可能な継続性を持たせるのかというところが、重要なポ

イントになるのではないかということで、今後情報の提供や活動の支援を積極的に行

っていきたいと、このように考えておるところでございます。以上です。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  各行政区とも日ごろの訓練が大事でございます。高齢者見守りネットワーク等を活

かし、地域全体での訓練が大切であると思っております。よろしくお願いしたいと思

います。 

 次の質問に移ります。 

 次に、そったく基金の活用について、質問いたします。 

 平成２０年２月８日に、筑前町東小田の平野泰三氏、幸子様より、町に対しまして

２億円の寄附を頂きました。 

 平野ご夫妻からは、「福祉、農業」に関する分野で活用してください、との要望だ
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と認識しております。この内容で間違いございませんでしょうか、確認いたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  私からお答えをさせてもらいます。 

 そのとおり、福祉、農業分野に使ってもらいたいということでございます。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  それでは、各課にいろいろな計画等がございましたが、現在までの実績状況及び成

果と課題について、質問いたします。 

 まずは、実績状況をお願いしたいと思います。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 この基金に関しましては、企画課が窓口となっておりますので、私のほうから、全

体について申し述べさせていただきます。  

 なお、本年度までの実績ということでございますけれども、昨年度、２３年度の実

績について申し述べます。 

 昨年度の基金の活用は、全体で１０事業、金額で１２，０６０千円を支出をいたし

ております。 

 事業の内訳は、食の政策支援関係、これが１事業、高齢者福祉関係の事業、これが

５事業、それから特産品開発関係の事業、これが３事業、健康づくり関係事業、これ

が１事業でございます。以上でございます。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  それでは、今後の見直しで、課題等を含めた具体的な計画はございますでしょうか。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 まず、見直しの前に課題でございますけれども、この基金事業は昨年度から始めて

おります。使い方がですね、ソフト事業中心でございまして、形としては残らないも

のとなっているところでございます。 

 そういうことで、住民の目に見えない使い方をしている面がございます。 

 そういうことからですね、これを見える、形ある使い方をすべきではないかと、そ

のように考えているところでございます。 

 こういった課題を踏まえまして、見直しということでございますけれども、この基

金の活用につきましては、原則としまして、そったく基金活用検討委員会の答申に基

づきまして、計画を策定して執行をしてきたところでございます。 

 そこで、今後の活用にあたりましてでございますけれども、今後の活用にあたりま

しては、この活用検討委員会に新たな諮問をする考えは持っておりません。 

 したがいまして、今後につきましては、関係する部署で考えてですね、立案をする

ということを考えているところでございます。 

 そこで、見直しということでございますけれども、先ほど課題で申し上げましたよ

うに、住民の目に見えない使い方をしている面がございますので、これを形あるもの、

見えるものに使っていきたいと。そういうことについて検討してまいりたいと考えて

おります。以上でございます。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  各課に質問したいところでございますけれども、福祉課に対しまして、確認をした

いと思います。 

 タクシーのチケット等を発行なされておりますけれども、タクシーチケットの有効

期限はあるんですか、ないんですか、よろしくお願いします。 

 議  長  福祉課長 
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 福祉課長  お答えいたします。 

 現在、交付をしております福祉サービス券の有効期限でございますけれども、福祉

サービス券の有効期間は３年でございます。 

 平成２３年度交付であれば、２０１４年３月末が使用期限、平成２４年度交付であ

れば２０１５年３月末が使用期限ということでございます。以上です。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  それでは、タクシーチケットのですね、２３年度、現在もあると思いますけれども、

配布人数に対して利用率はどれぐらいでございますか。 

 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。 

 平成２３年度の交付者数は４９０人でございます。これの２３年度末の使用率は、

４９．９７％の使用率でございます。以上です。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  サービス券は３年間という使用があると思いますけれども、ちょっと長いのかなと

思っていますけどですね。単年度かなというふうな思いでございました。 

 それでは、次になりますけれども、個人に対しての配布をするということで、タク

シー券と公共交通機関を上手に乗り継いで利用される方からは、たいへん喜ばれてい

るような気がいたします。 

 一律に７５歳の高齢者のみ世帯になっていることについては、本当に困っている人

に支給すべきではないか、また、基金終了時には、その後の配布はどうなるのか、心

配される方もおられますので、見直しを検討していただくようにお願いしたいという

ふうに思っております。その点いかがでしょうか。 

 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。 

 福祉課のほうでそったく基金事業を活用した事業につきましては、５つの事業を実

施しております。その中の１つということで、福祉サービス券の交付がございますけ

れども、年齢要件を付しております。この５つの事業を含めてトータルで、現在検討

中でございますので、その時期に来ましてご報告をしたいと思っております。以上で

す。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  よろしく検討していただきたいと思っています。 

 次に、企画課に対しまして、福祉バスについて、確認をいたします。 

 福祉バスの使用台数、稼働状況並びに乗車率について、質問いたします。 

 まずは台数と稼働状況を教えていただきませんか。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 まず、福祉バスの台数でございますけれども、２台でございます。 

 それから、稼働状況ということでございますけれども、今、三輪地区ではめくばり

号、夜須地区におきましてはコスモス号ということで運行いたしておりまして、各々

４コースございます。そうしまして、毎日ですね、月曜日は運休いたしますけれども、

３便を運行しているという状況でございます。 

 そこで、今の利用状況でございますけれども、１日平均７８名程度でございまして、

試行前は４８名でございましたので、約１．６倍の利用状況となっているところでご

ざいます。以上です。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  ７８名、たいへん尐ないですね。 
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 そしたらですね、次に、福祉バスの２９人乗りのマイクロバスでございます。マイ

クロバスでは小回りが利かず、また乗車率も悪いと思います。 

 そこで、私の提案といたしまして、そったく基金を活用し、タクシーチケットの個

人に対して配布に代わり、１０人乗りぐらいの車椅子の方でも乗車できる福祉バスを

２、３台購入し、きめ細やかな運行をすることで、福祉バスの充実、また７５歳以上

の高齢者に限らず、町民が利用しやすくなると考えます。 

 並びにスーパー等にもバス停または停留場所を確保をお願いし、稼働率、乗車率を

高める努力が必要かと思います。 

 さらに各地域のバス停を分かりやすくすることも必要かと思います。回答を求めま

す。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 福祉バスの更新の件でございますけれども、これに要します車両購入ですね、これ

は、寄贈者の意向に沿ったものであると考えております。 

 したがいまして、先ほど申し上げましたとおり、目下福祉バスを２台で運行いたし

ておりますけれども、より利用者の利便性向上などですね、総合的な観点からこの基

金を活用して、更新する方向で検討してまいりたいと考えております。 

 なお、今ご指摘がございましたように、スーパーマーケットとかですね、いわゆる

生活交通としての役割をもう尐しですね、機能向上をすべきじゃないかというような

ご指摘を受けております。 

 現在、食料品店につきましては７カ所、それから医療機関につきましては６カ所、

金融機関につきましては３カ所のですね、そういった最寄りの駅を設けているところ

でございます。そういうことで、何とか生活交通に役立っているんじゃないかと思っ

ております。 

 それから、バス停の表示、これについてはもう尐し頑丈な見やすいものにすべきじ

ゃないか、というようなご指摘でございますけれども、今、確かに強化プラスチック

みたいなですね、ちょっと小さめでございます。 

 確かにですね、分かりにくい点はあるかと思いますけれども、なかなかバス停が１

２０カ所程度ございまして、きちんとした一般の路線バスのような、ああいったもの

を立てるにはなかなか置く場所がない、設置場所がないというようなこともございま

すから、そういった点も考えながら、今後において、これはもう近い将来になります

けれども、今後福祉バスをどういった運行形態にするのか、そういった中で、こうい

ったバス停の表示についても、もう尐し見やすくしなくちゃいけない、もう尐し大き

く掲示すべきであるというようなことになりますならば、そういった時点でまたです

ね、そういった改善をしてまいりたいと考えております。 

 そういったことで、今現在のところ、現行どおりで辛抱していただきたいなと、そ

のように考えているところでございます。以上です。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  運行体系も尐し変えていただいてですね、全然乗らない方のところを空で回るより

も、利用される方が多いところを回っていただく、そういうふうな状況をしていただ

きたいなと思っています。 

 それでは最後になりますけれども、町長にお尋ねいたします。 

 そったく基金の活用について一定いただきましたけれども、町長のお考えはどうか

なと思っておりますけど、お願いいたします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 
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 まず、そったく基金の平野様ご夫妻におかれましては、私が一番気がかりになりま

したのは、今回の不祥事でございました。不祥事の問題のお詫びと、そして頂いたお

礼の報告ということで、私も出向きまして、会長にお会いしまして、お詫びとお礼と

報告を申し上げたところでございます。 

 申されますように、やはり有効に使わなければいけないと思っております。 

 今も有効に使っているところではございますけれども、さらなるそったく基金とい

う名称のごとくですね、斬新に、あるいは時代の先取りも含めて、使うべきではなか

ろうかと考えております。 

 福祉という視点、この間の会長さんとのお話の中で、福祉というのは非常に幅広く

も考えていただいております。 

 そういったことからして、今後新たなことをですね、また、このそったく基金を活

用しながら、まちづくりに福祉づくりに、あるいは食のまちづくりに推進していきた

いと、そのように考えております。以上でございます。 

 議  長  田中議員 

 田中議員  より良い活用方法をお願いしたいと思っております。 

 以上で、本日の質問を終わります。ありがとうございました。 

 議  長  これにて４番 田中政浩議員の一般質問を終了します。 

 引き続き一般質問を行います。 

３番 桒野光雄議員 

 桒野議員  皆様おはようございます。 

 心配しておりました大型で非常に勢力の強い台風１６号は、さしたる被害もなく通

過いたしましたことに対して、ほっとしているところでございます。 

 早速通告書に従い、３点の質問をいたします。 

 まず、中学校教育について、お尋ねをいたします。 

 最近、新聞やテレビ等で小学校、中学校、高校のいじめ等が頻繁に報道されておる

ところでございます。 

 最近のいじめは陰湿で根が深く、表面上は家庭においても学校においても、周りの

人がなかなか分からないと聞いております。わが町の夜須中学校、三輪中学校におい

て、いじめの実態は把握されているのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 議員ご承知のとおり、いじめとは当該児童・生徒が一定の人間関係のある者から、

心理的、物理的な攻撃を受けたことにより、精神的な苦痛を感じているものを指して

おります。 

 個々の行為が、いじめにあたるか否かの判断は、表面的、形式的に行うことなく、

いじめられた児童・生徒の立場に立って行っております。 

 学校といたしましては、いじめはどの学校でもどの子にも起こり得るという危機意

識を持って、日常的な児童・生徒の観察、アンケート調査や教育相談、いじめの早期

発見のチェックポイントの活用等によりまして、いじめのサインを見逃さないよう努

めているところでございます。 

 本町の中学校におけるいじめの認知件数についてでございますが、平成２３年度に

つきましては１件、平成２４年度は７月２０日時点で、１学期の時点で２件の報告が

あっております。 

 いじめの中身としましては、いずれも冷やかしやからかい、いやなことを言われた

り、軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりしたものでござい

ます。 
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 学校の対応といたしましては、学級担任や養護教諭がいじめられた生徒を含む関係

生徒から状況を聞きまして、事実関係を把握した上で、いじめた生徒への指導と保護

者への報告を行った後に、いじめられた生徒や保護者に対する謝罪を行い、一応の解

消をしておりますが、現在、いじめ問題を解決できる学級、学年集団を育成するため

の長期的な指導を継続して行っているところでございます。以上でございます。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  ただ今の回答によりまして、昨年は２件あったと報告をいただきましたが、どんな

ふうに調査をされ、先ほど申されましたように、アンケート、教育相談等、申されま

したですが、また、２件の実例では、どんなふうに処理と言いますか、解決をされた

ものか、お聞きいたしたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 先ほど報告ではですね、２３年度は１件ということで申しまして、２４年度が現在

まで２件ということで報告をさせていただいております。 

 いじめの関知と言いますか、どういう形で学校側が認知したかということでござい

ますけれども。 

 １件につきましては、保護者からの訴えがあったということ、もう１件につきまし

ては、アンケートの中でですね、そういういじめがあったということでございます。 

 解消法につきましては、先ほど尐し申し述べましたが、本人、いじめた生徒への指

導を行って、保護者と一緒にいじめられた生徒へ謝罪をするということでですね、一

応の解決を図っておるところでございます。 

 また、長期的にですね、一応そこで謝罪をしたということで終わることなく、いじ

められた生徒に対する事後経過というか、事後のフォローを継続して行い、議員が言

われましたような、陰湿ないじめ等によってですね、そのことが、また次の大きない

じめにならないように、事後の指導というか、そういったところを学校挙げて観察し

ているというところでございます。以上です。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  ただ今の答弁によりまして、いじめたこどもの両親とか、謝罪をされておるとお聞

きいたしました。 

 アフターケア、特に生徒の指導が今後は非常に大事になってくると思いますので、

その点は併せてよろしくお願いいたします。 

 次に、中学校２校ありますが、中学校における実態調査、アンケート調査、聞き取

り調査等は、年に何回ぐらいされておるか、お聞きをいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 基本的に、各学期に必ず１回はアンケート調査を実施すると。その後、児童・生徒

への面談を行うということでございますが、特に今年につきましては、１学期末にで

すね、国のほうからの通知もありまして、緊急的にいじめに特化したアンケート調査

を、今年の場合は実施をいたしております。 

 ですから、基本的には学期に１回、アンケート調査を実施した後、児童・生徒への

面談を実施するということでございますが、実際にそういういじめ等が発生した場合

にはですね、さらにその学年だけのアンケート調査とか、そういったのをまた、再度

実施をしたりしております。以上でございます。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  よろしくお願いをいたします。 

 次に、全国の昨年の集計では、小学校、中学校、高校で、７万件あまりのいじめの
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報告がなされております。いじめが原因で、４人が自殺をされております。 

 全国におきまして、小・中・高校生で、自殺の数が２００人を超えておりますが、

自殺者の半数が原因が分からないと言われております。 

 特に学校が、先生方、指導若しくは何もしていないという由々しき報告があります。 

 そこでお尋ねをいたします。 

 わが町中学校では、学校が先生たちと生徒と親密に、また緊密にふれあい、話し合

い、コミュニケーションを取っておるかお聞きいたします。さっきの質問と重複する

かもしれませんが、よろしくお願いいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 議員がご指摘いただきましたように、やはり児童・生徒と教師との、やっぱり信頼

関係が、そういったいじめの早期発見に繋がりますし、また、いじめの解消にもなる

というふうに捉えておるところでございます。 

 そういうことで、議員が言われました、その児童・生徒と教師とのコミュニケーシ

ョン、そういった場を十分持てるようにですね、各学校現場、校長以下努力をしてい

るところでございます。以上でございます。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  よろしくお願いいたします。 

 過去にわが町には、中学生の自殺という非常に悲しい出来事が起きたわけでござい

ます。二度と悲劇を繰り返さないために、万全の対策を取っていかねばならないと思

います。 

 ２０数年前、三輪中学校が荒れて、県下のワースト３と言われた時期がありました。

それにつれて学力の低下が、著しく低下をしたわけでございます。私は、児童・生徒

の健全育成、学力向上は、学校と家庭と地域社会の三者が一丸となって取り組んでこ

そ、大きな成果が上がるものと思っております。 

 生徒たちが明るく豊かで、希望に満ちた中学校生活が送れますように、学校、先生

方、委員会の方はよろしくお願いを申し上げまして、次の質問に入っていきます。 

 次は、消防団について、質問をいたします。 

 まず初めに、７月２２日に東峰村におきまして、郡のポンプ操法大会があったわけ

でございます。わが町から３チーム出場いたしまして、優勝項位を勝ち得られました。

特に４分団におかれましては、支部の代表として日夜猛練習を重ねられ、先ほど田中

議員からの報告がありましたように、９月７日に県の消防学校で行われた県大会にお

いて、入賞はならなかったものの上位の成績であったことを、まずもって報告申し上

げます。 

 次に、災害時の対処法について、お尋ねいたします。 

 町内には避難所、避難場所は１９カ所指定をされております。今までにどれくらい

の方が避難所を利用されたか、お知らせお願いいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 避難所の利用につきましては、ここ３、４年の実績としてはございません。 

 一応、昨日から、２日前からの台風１６号の中で自主避難所を開設させていただい

ております。その中で実績といたしまして、コスモスのほうですね、こちらのほうが

１８名、それからめくばり館、こちらのほうが２０名、計３８名の避難者がいらっし

ゃったということで、その中でほとんどの方がご高齢の方が多かったと。 

 なおかつ、今回帰り際に、「日没前に開設していただいて本当にありがとうござい

ました」というお言葉をかけていただいて、本当にありがたく思ったところでござい
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ます。 

 したがいまして、ここ数年についてはデータがないということでございます。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  ただ今の回答によりまして、ここ３、４年は活用がなかったということは、非常に

喜ばしいことであったと思うわけでございます。 

 最近の災害は、隣の朝倉市、うきは市、八女市の例を見るまでもなく、短時間の集

中豪雤、ゲリラ豪雤等で、土砂崩れ、山の崩壊、河川の氾濫等大きな被害が発生をい

たしております。 

 わが町も北側に山間地を抱えております。避難についてはご年配の方や身体的弱者

の方は、遠くて指定の場所まで行かれることはなかなか難しゅうございます。 

 自主防災組織が設立されているところもありますが、各行政区の公民館を利用し、

区長さんと協議をされまして設置をされるように要望お願いいたします。 

 避難に際しましては、地域の住民の皆さん方の積極的な協力が必要でありますが、

何と申しましても消防団員の力が最も必要であると思うわけでございます。 

 各分団の消防団員の定員の確保はなされているか、お聞きいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 現在、消防団員につきましては、平成２４年４月１日現在で、団員数が３１１名、

その内機能別団員が２７名となっております。 

 常態化している団員不足の解消につきましては、機能別団員制度の導入によって、

一定の整理は見たところでございますけれども、抜本的な解決には至っておりませ

ん。中長期的に今後の対応を考えていく必要があると考えております。 

 現状といたしまして、本年４月の幹部会におきまして、団員確保の件を重点課題と

して話し合いを行っておるところであります。 

 今まで１回の勧誘を早期から年２回行う、また、チラシ等の作成を行ったり、地域

活動への積極的な参加、地域とのコミュニケーションの充実を図って、消防団のイメ

ージを変える等、協議を行っているところでございます。以上でございます。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  私がお聞きしましたことによりますと、分団によっては相当数の団員が欠員で、行

事とか災害がままならないと聞いております。 

 そこで、私が申し上げますのは、団員の勧誘は非常に難しい時期に来ておるわけで

ございます。 

 先ほど課長が申されましたように、団員の勧誘は消防団だけではなく、地域の協力

も不可欠だと思っております。区長さんをはじめ区の役員の方、また区の総会等で勧

誘を進められるようにお願いを申すところでございます。 

 次に、災害時の出動人員について、お聞きをいたします。 

 災害は突然やってきます。火災、台風、土砂崩れ、水害等のときにはどれくらいの

団員さんが出動されて活躍されておりますか、お聞きをいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 平成２３年度、昨年度でございますけれども、消防団の災害時等出動人員数につい

て、災害だけに絞って一応出動状況は、ちょっと分類しておりませんけれども、昨年

の内訳のほうをまず報告させていただきます。 

 まず、火災のほうが１３件で延べ８４１名、年末の夜警３回を含む行事等が６回で

７２０名、訓練等２０回で８６５名、式典２回で３２３名、巡回１回で１５名、行方

不明者等の捜索ということで、３回で３４６人、その他３回の６５人ということで、
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延べ人数で言いますと、３，１７５名ということで、昨年はゲリラ豪雤とか台風とか

が非常に尐なかったということで、以上のような内容となっております。 

 それから、議員ご指摘のように、災害につきましては、津波とか、こちらの筑前町

のほうはございませんけれども、台風、地震、大雤など災害の内容の大小、また数多

くの様々なパターンがございます。また、地域や個人、町など、それぞれ一刻一刻の

状況判断が重要になってくるということで、その中で消防団の役割といたしまして、

予防、警戒や情報の収集、火災、水防活動、人命救助等、重要な任務をお願いしてい

るという状況でございます。以上です。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  近年は災害の多様化で消防団員の方もなかなか大変であると思います。団員の方に

は日頃より、家業、仕事を持ちながら、地域の防火、防災に多大なるご尽力をいただ

いておることに対しまして感謝するところでございます。 

 ちなみに団員の報酬、災害時の出動手当は万全であるか、お聞きをいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 今現在の予算では、火災時等の出動、それから教育や訓練を受けた場合に、１回２

千円の費用弁償が支給されるということで、本年度、２４年度の予算は６４６万円と、

このようになっております。以上です。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  予算的にいろいろ大変でありましょうが、よろしくお願いを申し上げます。 

 団員の皆さんが後顧の憂いなく、団活動にまい進されるような環境づくりにご配慮

いただきますようにお願いをいたしまして、次の質問に移ります。 

 職員の不祥事について、質問をいたします。 

 今回の事件の状況、経緯について、ご説明をお願いいたします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  それでは、私のほうからお答えをさせていただきたいと思います。 

 要点のみを簡潔に申し上げたいと思います。 

 今回の不祥事の実態といたしましては、平成２２年度から報告を求めていました各

種協議会等の預かり通帳の報告で、緑の募金の報告がなかったことから、実績報告書

等の提出を求め、その中で使途不明があり調査を行ったところでございます。 

 スケジュール管理から、この緑づくり推進協議会でございますけれども、平成１７

年度、１８年度は協議会が開催されております。しかし、文書の保存期限が過ぎてお

りますので、一切文書は残っておりません。 

 協議会開催をされておりますので、その中で決算並びに事業計画の協議はなされた

ものというふうに判断をしておるところでございます。 

 調査でございますけれども、文書保存期限でございます平成１９年度から調査を行

ったところでございます。調査員を４名、指名をして調査にあたりました。 

 事務局に残されております実績報告書、及びその裏付けとなる証拠書類がほとんど

ないために、朝倉農林事務所の林業振興課に相談し、町から提出をしております実績

報告書のコピーを頂き、預金通帳、コピーした実績報告書と照合し調査を行ったとこ

ろでございます。 

 調査はそれぞれの年度の区長さんや関係者から事情を聴取するとともに、現金受け

渡しの有無、通帳等の確認をさせていただいたところでございます。 

 その結果、収入では、現金で募金を持参された区の、２３年度、２４年度分が１１

６，６００円、緑づくり推進協議会口座に入金されておりません。 

 支出では、平成１９年度から平成２３年度までに６，２１６，４００円が、実績報
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告書及び預金通帳摘要欄に記載の行政区や団体等に入金をされておりませんでした。 

 このことから、合計６，３３３千円を私的流用額としたところでございます。 

 今回の不祥事でございますけれども、まず第一には、本来公務員はですね、倫理、

コンプライアンス、これにつきましては他の模範となるべきところでございますけれ

ども、このことが欠如し、こうした不祥事を起こしたことでございます。 

 ２つ目でございますけれども、前農林商工課長は、合併時の平成１７年度から２３

年度まで、この緑募金関係業務を１人で担当し、担当者のみが出金、入金事務を行っ

ていたことでございます。 

 そして３点目には、職場が担当者に任せっきりでございまして、チェック体制がで

きていなかったことが、この大きな要因であるというふうに感じておるところでござ

います。以上でございます。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  詳細にありがとうございました。 

 数年前にも似たような事件が起きております。また、今回問題を起こしました課長

は、いろいろとうわさがあった本人でございます。 

 上層部の方が、あえてこういう職員を課長に任命されたのはなぜかという疑問が１

つと、任命責任、監督の配慮が十分ではなかったと思いますが、いかがでございまし

ょうか。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 まず第１点の任命責任について、でございます。 

 課長職への任命につきましては、私が決定したものでございます。 

 私は登用する人事評価といたしまして、過去よりも現在、現在よりも将来の向上心

だと、そういった判断基準の下で今回選任をしたところでもございます。 

 しかしながら、こういった不祥事が起こりましたことは十分反省をいたしまして、

今後は総合的な視点で人事を行っていきたいと、そのようにまずは考えます。 

 それと、当然この問題につきましては、職務命令の不徹底も大きな要因でございま

す。そのことにつきまして、管理不行き届きにつきましても、厳正に処分しなければ

ならないと、反省をしなければならないと、そのように考えまして、当時、不祥事が

起きました６年間に３人の上司がございましたので、その３人の職員につきましては

減給処分等を課したところでございます。 

 また、私と副町長につきましても、本議会におきまして、ぜひ減給の条例改正提案

をお願いしたいと、そのように考えているところでございます。 

 そのような処分のけじめをつけまして、改善策に取り組んでいきたいと、そのよう

に考えます。以上でございます。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  よく分かりました。 

 緑の基金の監査がなされていないということでございましたが、どうして行われな

かったかと、毎年行われていれば早期に発見ができ、被害額も尐なかったと思います

が、繰り返しになりますが、なぜ定期的に監査が行われなかったかをお聞きいたしま

す。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 先ほども申し上げましたように、１７年度、１８年度はですね、協議会が開催され

ております。それ以降につきましては、関係者等の事象聴取を行いましたけれども、

協議会は開催をされていない。すなわち協議会の中で監査委員も選出し、監査にあた
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っていただくわけでございますけれども、そのことがなされておらないということで

す。 

 なぜ、どうしてというところがですね、もう私どもも不思議でたまらないというの

が実態でございまして、まさにチェック体制が全く機能していなかったということに

尽きると思います。たいへん申し訳ございません。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  続きまして、通帳と印鑑の管理について、お尋ねをいたします。 

 通帳と印鑑を一緒に所持しておれば、不正が発生しやすいと思います。私の家庭に

おきましても、私と家内が別々に持っていると、勝手に使用ができるということはご

ざいません。 

 これと同じで、通帳と印鑑を別々に保管をされるという方法を取られたらいかがか

と思いますが、現在はされておられるかもしれませんが、いかがでございましょうか。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 平成２１年２月にですね、交通安全協会の関係で職員不祥事が発生をいたしまし

た。その年の３月から通帳と印鑑は別々に保管をするようにという指導をしておりま

した。他にもあったんですけれども。 

 これ以降について、聞き取りますと、緑づくり推進協議会の通帳は担当者、印鑑は

課長の机の中に保管をしておったということの事実確認はできておりますけれども、

どうして印鑑を使ったかについては不明でございます。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  最後になります。 

 先だって、今回の不祥事の事後処理として、責任者の数人が、先ほど町長が申され

ましたように、減給等の処分を発表されましたが、これで済ませるべきではなく、今

後町職員の教育に徹底して取り組まれ、二度とこのような問題が起きないことを念願

するわけでございます。 

 今回の緑の基金は、区長さんを通して集められたものでございます。区長さんを通

じて、明確な説明がなければ、来年からの協力は得られないと思います。 

 以上、よろしくお願いをいたしまして、私の質問を終わります。 

 議  長  これにて３番 桒野光雄議員の一般質問を終了いたします。 

 休  憩  

 議  長  ここで、休憩をいたします。 

 １０時４５分より再開いたします。 

（１０：３３） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

（１０：４５） 

 議  長  １２番 内堀靖子議員 

 内堀議員  通告に基づきまして、２件の質問をさせていただきます。 

 １件目は、私としては公金横領事件というふうなタイトルを付けておりますけれど

も、ちょっとショッキングな件名ということで、この辺についても最初から執行部の

考え方をお聞きしたいと思います。 

 ２件目は、子ども政策について、でございます。 

 では、まず１件目から質問をいたします。 

 信頼を得るには長い時間とたゆまぬ努力がいるのに対し、信頼をなくすのは一瞬の

ことであります。今回起きた事件は、一個人、職員が起こした事件ではありますが、
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この筑前町役場という組織の中で起こった問題でございます。 

 行政としてきちんと対応することが、町民に対しての信頼を回復する第一歩となる

のではないかというふうに思っております。しっかりした答弁をいただきたいという

ふうに思っております。 

 日頃から真面目に前向きに仕事をしている職員の方にとっては、不快極まりない質

問ではあるかと思います。しかしながら、職員みんなで立て直していく、それも大事

なことだというふうに考えております。 

 まず、件名ですけれども、私は公金横領事件ということで、今回の質問をさせてい

ただくわけですけれども、執行部としては、この件についてどういうふうに捉えてあ

るのか、まずお聞きいたします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 桒野議員の質問とも重複する点があろうかと思いますが、改めてご報告、答弁申し

上げます。 

 今回の不祥事が役場職員、さらに公務員に対する信用、信頼を失墜させ、住民の皆

様に多大なご迷惑をおかけしておりますことを、町長として、また職員を代表して、

心からお詫び申し上げる次第でございます。誠に申し訳ございません。 

 事案は、緑の募金の延べ６年間にわたる私的流用について、でございます。 

 緑の募金は、主に各行政区から住民の皆様方の浄財を募っていただいたものを主と

する募金であります。緑の募金は、役場会計とは別組織の任意協議会のものではあり

ますが、事務局は役場農林商工課にあります。 

 この募金は、住民の皆様も区長の皆様も、役場との信頼関係により、募金活動がな

されたものでございます。今回の不祥事は、住民の皆さん方と行政との信頼関係を裏

切る行為でございます。住民の皆様に心からお詫びを申し上げ、全職員が業務を通じ

ての信頼回復と、二度と起こさないための改善策を、全職員に徹底したいと考えてい

ます。以上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  この団体自体が任意協議会ということで、一般的に言われる一般会計とか特別会計

というふうなところに入らないということで、私たち議会の目もチェックがきちんと

入っていなかったということも事実ですけれども。 

 ということは、これに対しては公金横領事件というふうには捉えていないというこ

とで、質問を続けることになるのでしょうか。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  まず、公金等の定義でございます。 

 公金等については、非常に複数の会計、複数の人のお金を預かることにとって、公

金というような捉え方をすることも広義にはできるかと思います。 

 しかしながら、役場会計におきましては、自治法に定めます会計、それがまず純然

たる公会計だという認識でございます。 

 それに付随いたしまして、このように議会の議決等々を決済し得ないような団体の

事務も、一部任意で預かっている部分がございます。そういったところを私どもは、

準公金といった、そういった表現で捉えさせていただいているところもございます。 

 まだ、これは法律的にですね、正しい表現ではないかとも思いますけれども、町会

計、自治法に定める会計ではないということは明確でございますので、私といたしま

しては、準公金の取り扱いをさせていただきたいと、そのように考えております。以

上でございます。 

 議  長  内堀議員 
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 内堀議員  執行部の、この事件に捉える考え方の基本をお聞きいたしましたので、それを念頭

に置いて、また質問を続けたいというふうに思います。 

 続きまして、今回の事件の実態の報告をということですけれども、先ほどの桒野議

員の質問で、この件につきましては、きちんと報告がなされたと思いますので、省か

せていただきます。 

 しかしながら、１７年、１８年度は協議会が行われたものの、１９年度からは協議

会が行われず、その時点で、この緑の募金の通帳自体の存在がチェックされていなか

ったということは、たいへん疑問の残るところでございます。 

 今回と同様の資金管理の状況についてでございますけれども、その数、管理の仕方、

チェックのあり方について、質問をいたします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 先ほどの桒野議員の回答と一部重複をいたしますけれども。 

 各種協議会等の預かり通帳等の管理状況でございますが、平成２１年２月に交通安

全協会の資金管理において、職員の私的流用事件が発生をいたしました。 

 同年３月の定例庁議で５点ほど確認をいたしております。 

 まずは、非常勤職員を含めて、町職員が本来取り扱う必要があるかどうかの点検、

確認を行うということ。 

 ２つ目には、通帳の取り扱いについては、事務引き継ぎ書に明記するということ。 

 ３つ目は、通帳管理は管理職の責任とし、管理職が保管をする。通帳と印鑑は別々

の人が保管をするということ。 

 ４点目に、収支伝票を所属長が決済すること。 

 ５点目が、原則決算書を作成すること。 

 以上５点を協議し、協議確認をいたしまして、各課長から職員へ周知徹底を行った

ところでございます。 

 平成２４年７月段階での調査では、公的な協議会あるいは団体等の通帳管理の数は

５３件あるようでございます。以上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  ５３件ということでございますけれども、これをすべて役場担当課が管理して、持

っておく必要があるかということについて、どういうふうにお考えでしょうか。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  今回もですね、さらに今回の不祥事を受けまして、もう一度職員面談によります洗

い出し調査も行っておりますが。まだ集計はしておりませんけれども。 

 その中で、本当に持たなければいけないのかということについては、再度十分協議

をして、もうその団体にお返ししたほうがいいものについてはお返しをする。 

 例えば議会事務局でございますと、４通の通帳がございます。 

 互助会がございます。旅行積立金がございます。あとは町村議会の議長会というの

がございます。それから、議会事務局が監査委員会協議会、これは郡の協議会でござ

いますが。 

 今、申し上げました残りの２つについては、事務局が持ち回りで回ってくるもので

ございますので、当然、持っておかなければいけないと思いますけれども。 

 例えば、互助会については、互助会の会長さんに通帳を預けておくとか、そういう

方法が取れないかとか、そういうところまで踏み込んでですね、もちろん議会の互助

会については、内容を十分知っております。全員協議会、定例協議会のときに通帳の

写しまで出されて、きちんとされているということでございますので、間違いないと

思っておりますけれども、持つこと自体をどうしたらいいのかというところまで、今
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後は踏み込んで考えていきたいと、そのように考えておるところでございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  管理の仕方、チェックのあり方に今まで問題がなかったかどうかということを、お

聞きしたいと思います。 

 そして２１年度の私的流用のおりにですね、当然、ここで１回すべてのものについ

て、調査を行っているはずだというふうなことになっておりますけれども、今回に関

しては、本当に漏れがないようなチェックができているのか、その点をお聞きいたし

ます。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 今、洗い出しの報告がですね、総務課に上がって来ております。まだチェックを全

部やっておりませんので、今からの作業ということで、お考えいただきたいと思って

おります。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  事件発生後ですね、もう約一月半、警察が入って１カ月近くなるんですかね。 

 その通帳自体があるかないかぐらいのこととか、管理体制がどういうふうになって

いないかを調べるには、ちょっと時間がかかり過ぎるというふうなことはないでしょ

うか。 

 例えば、私どもが自分たちで通帳の管理をする場合、自分たちがどれだけの通帳を

持って、どれぐらいのいろんな科目ごとに分けた場合ですね、それぐらいの管理はす

ぐできるのではないか。 

 トータルで、この役場庁舎内で５３件という中で、実際にやればですね、漏れてる

か漏れてないかぐらいはきちっと分かると思うんですよ。 

 それが今の現在で確定できないというのは、ちょっと時間がかかり過ぎているチェ

ックではないかと思いますけれども。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 調査は早く依頼をして、続々と上がって来ているわけですけれども、全体照合を、

当然、先ほど言いましたように、これが本当に必要なのか、必要じゃないのかも含め

てですね、管理マニュアル等々も協議をする中で、一斉に協議をしてまいりたいとい

うふうに考えておるところでございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  ということは、現在あるものについては漏れがなく、きちんと把握ができていると

いうこと。今後のあり方について、今、模索しているというふうに理解をしてよろし

いのでしょうか。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  はい、今回改めてやった調査については、行政組織の規則あるいは個人の事務分証

票、そういうものから見て、管理職がそれぞれ個人面談をしながら洗い出しをしてお

りますので、今回は漏れがないというふうに判断をしておるところでございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  ここ１０年間ぐらいの間でですね、こういった事件が、今回が初めてではないとい

うふうなことを考えれば、はた目から見れば、組織や管理体制にも問題があったと考

えられることだというふうに思います。 

 この辺の現状をきっちりと把握した上でですね、今後に生かしていただきたいとい

うふうに思います。 

 ３番目でございます。執行部としての責任をどう考えるかでございます。 
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 当時の担当直属の上司３名と副町長、町長含めた中で、今回責任を対応したいとい

うことで、処分については、先ほど伺いました。 

その次は、損害についてであります。先ほど金額的に６００万を超える損害が実際

に出ているわけです。これについて、どういうふうな対応を行われるのか、お聞きい

たします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 本人が今、消息不明ではございますけれども、賠償責任は、まずは本人にございま

す。本人に対して請求を行ってまいります。 

 と同時に、財産等についても手続きを進めてまいりたいと、そのように考えます。

以上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  どういった手続きを行われるのでしょうか。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 このまま消息不明が続けばですね、財産、預金等々の差し押さえ等の手続き、それ

はもう準備を進めておりますけれども、さらに財産等についても、そういった弁護士

と相談しながら、処分を進めていきたいと、そのように考えております。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  実際に損害を被った分についてですね、資産に対して差し押さえ等をするというこ

とですけれども。 

 先日の新聞報道では、刑事告発ですかね、行政がなされるということで、そういっ

た対応も９月中には行いたいというふうに、新聞発表でありましたけれども、その辺

はどのように考えてありますでしょうか。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 この事件の重要性等々から考えまして、やはり告発、告訴は緑の協議会が任意協議

会でございますので、町として告発を進めて行ったほうがいいというような判断に立

っております。 

 そのことが消息不明のですね、より前進するような捜索が進められるのではなかろ

うかと、そういった思いも持って、刑事告発を念頭に作業を進めております。以上で

ございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  刑事告発をすると、その次の段階ではどのようなことになるのでしょうか。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  これはですね、警察のほうがそういった作業を進めるわけでございまして、私ども

が使途不明金として私的流用という形を取っておりますけれども。また、警察は刑事

告訴の受けた立場としてですね、その事実関係の確認に入られると思います。 

 そしてなおかつ、警察としての様々な活動が展開されると、そのように期待してお

ります。以上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  行政としてですね、やれる分はきちんとやっていただいているというふうに思って

おります。 

 副町長並びに町長がですね、早期に自分たちの身の処し方についても、そういうふ

うに、今回の議会で提案されたということには、評価をいたしたいというふうに思っ

ております。 
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 こういうふうな事件が起こったわけですけれども、先ほども申し上げましたけれど

も、本当に１０年間くらいの短期間という中で、今回目が初めてではなかったという

ことですけれども、そういったことに対しての、やっぱり行政としての機能がきちん

と働いていなかったのではないかというふうなことも考えられます。 

 二度とあってはならない事件への対応を、どのように考えていらっしゃるのか、お

聞きいたします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 議員が申されましたように、皆様方と一緒になって一生懸命まちづくりを推進して

まいりました。その信頼関係もですね、この一件について大きく傷ついたことは事実

でございます。私自身非常に残念でございますとともに、本当に住民の皆様方に申し

訳ない気持ちでいっぱいでございます。 

 ただ、こういった感情にふけっているだけではいけませんので、きちっと改善すべ

き点をですね、私、町長とかいうだけの問題ではなくて、もちろん私が先頭になりま

すけれども、全職員が、どうして、こういった事態に陥らないような意識と、なおか

つ環境づくりを進めていくかということを、自分の問題として考えていくように進め

ていきたいと、そのように考えております。以上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  その気持ちがたいへん大事だというふうに思いますけれども。 

 先ほど総務課長が、今後にあたってマニュアル、規定等を作成したいということで

ありますけれども、具体的な内容、そしていつぐらいまでにそれを作りたいというふ

うに考えてあるのか、お聞きしたいと思います。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 今ですね、マニュアルの素案はできております。それから、今回は職員に改善策の

提案も求めておりますので、そういうものを整理しながら、先ほどの通帳の問題も一

緒でございますけれども、議会終了後は直ちに着手をしてまいりたいと、そして早期

に成案化を図りたい。その後に職員研修等に臨んでいきたいというふうに考えておる

ところでございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  早期に対応していただきまして、町民への信頼の回復にあたっていただきたいとい

うふうに思います。 

 続きまして、５番目でございます。 

 職員の配置、異動に問題はないかということでございます。 

 本当に長期間ですね、同じポジションにおかれましても、本当に熱心に、真剣に取

り組んでいただいている職員の方ばかりだと思いますけれども、実際にこういうふう

な事件が起こったことも事実でございます。 

 先ほど任命責任という話も出ておりましたけれども、町長として職員の配置、異動

等に問題はないと考えておられますでしょうか。 

 今後また、もし何か問題があると考えればですね、何かお考えがあればお聞きした

いと思います。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 人事異動は、組織人にとって極めて重要な出来事でございます。 

 と同時に専門性、適格性等々からしまして、その課にふさわしい人材がいることも

事実でございますけれども、しかしながら、こういった不祥事が起こり得たというこ
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とも事実でございます。やはり適当な期限をもって異動すべきだという思いを強くし

ております。 

 様々に今まで条件がございましたけれども、まず、いかに適材であっても、一定年

限を在職すれば、別の課に行ってでも、また帰って来ると、そういった仕組みでも考

えながら、今後人事異動というのを考えてみたいと思っております。考えていかなけ

ればならないと思っているところでございます。 

ただ、私も、先ほども申し上げましたけれども、私の人事評価の基準は、やはり過

去がどうであるよりも、やっぱり今一生懸命頑張って、さらに向上心を持っている、

そういった職員をぜひとも活躍の場に置きたいと、そのように考えます。以上でござ

います。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  今、各自治体に求められる職員は、専門性またその事業についての必要性とかに熟

知した、本当にスペシャリストの職員が、今後必要となっていくのではないかという

ふうに思っております。 

 それにはですね、短期間で本当に仕事がきちっと覚えられて、対応ができるように

なるかというと問題もありますけれども、強く固定化というか、その時期をですね、

例えば３年間とか５年間で区切る、ある程度の目安としてはそういうことも必要でし

ょうけれども、その辺の専門性とか、そういう職員に必要と、今後されるものも加味

しながら、町長としてしっかりと、うまく職員のローテーションを考えながら、今後

の人材配置に気を配っていただきたいなというふうに思っております。 

 次でございます。 

 この事件を起こした当人がですね、たまたま女性ということで、女性登用について、

人事の件でございますけれども、今後女性についていろんな障害が起きるのかなとい

うふうなことを、ちょっと懸念をいたしたところでございます。 

 今回は女性職員がこういった事件を起こしたために、やっぱり女性なのかというふ

うな偏見を持たれるようなこともあるというふうに思います。 

 もし、これが男性の職員であれば、男性の職員がというふうには言われないのでは

ないかというふうに思います。 

 本町では男女共同参画を指針に、まちづくりをしっかりと進めてきたというふうに

思っております。地域の場でも、当然この役場の職員の中でも、女性が本当に意欲を

持って、しっかりと頑張っている方たちがほとんどだというふうに考えております。 

 今後、女性登用についてですね、こういった部分で周りからいろんなことを言われ

たりとかで、女性職員が特に意欲を無くすことがないように、町長にもぜひ、今後と

も男女共同参画として、きちんとそれに見合った人材であればですね、いろんなとこ

ろで、男性も女性も共に使っていただくように、ぜひお願いしたいというふうに思っ

ておりますけれども、その件についての回答をいただきたいというふうに思います。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 確かに女性がですね、管理職の中で１名でございました。今年の４月からというこ

とで、そういった男女共同参画推進の意味では大いに期待しておったところでもござ

います。  

 しかしながら、今回は本人の資質の問題でございます。と同時に、私が登用しまし

たのも、本人のですね、私は仕事ぶりは認めておりました。本当に労をいとわず、時

間をいとわず、日曜日、夜間でも仕事をしておったことは、私もよく承知しておりま

す。 

 そういった意味で、女性ということではなくて課長として登用したわけでございま
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すし、今後もですね、やはり人材本位で行きたいと思っております。以上でございま

す。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  一応、これで公金横領についての、私の質問は終わりたいと思いますけれども、町

民の皆さんのためにですね、意欲を持って働く職員の方々の育成、そして環境づくり

になお一層町長には頑張っていただきたいというふうに思っています。 

 こういうことがですね、再び議場で取り沙汰されることなく、今後の行政推進を図

っていただきたいというふうにお願いを申し上げて、１件目の質問を終わりたいと思

います。 

 ２件目でございます。子ども政策について、質問をいたします。 

 先ほどの、これも桒野議員のほうから出ましたけれども、筑前町では中学校のほう

で悲しい残念な事件がございました。この事件を受け、本町では子ども施策に力を入

れ、条例を制定し、１８歳までの子ども施策をトータル的に行うように設置されたも

のでございます。  

 男女共同参画等については、たびたび検証が行われたり、広報等でいろんな指数を

出して町民の方に検証なり、広報活動なりが行われているようですけれども、この子

どもの権利条例についての検証は、どのように行われているのか、質問をさせていた

だきます。 

 議  長  こども課長 

こども課長  権利条例策定時の事務局が、当時の子ども未来課、それに生涯学習課、それに教育

課という合同で事務局を行っておりましたので、私のほうから回答をさせていただき

ます。 

 条例の検証につきましては、子ども権利条例の中に定める、子どもの権利委員会に

おいて検証をしていただくような規定を設けております。 

 委員会は、学識経験者、関係団体及び町民を代表する者、教育関係者ら９人の委員

によって構成され、年２回、センター事業の実施状況等の報告、相談受理内容やそれ

に対する対応、処理等の報告を行い、これらに対する意見や提言を委員会においてい

ただいているところであり、それに伴って事務改善や施策の実施に繋げているところ

でございます。 

 また、当委員会は委員自らの判断により、随時子どもの権利の状況等についての調

査や審議ができまして、必要な場合は提案、提言ができるようにもなっております。

以上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  きちんと条例に沿ってですね、検証等は行われているようですけれども、それが町

民の目に触れることがなかなかないようですけれども、啓発を含めて、どういった広

報活動と言いますか、町民に示すような行動はなされているのでしょうか。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えします。 

 啓発につきましては、主に子どもを中心に行わせていただいております。 

 それの大きな理由と申しましては、平成１９年に子ども権利条例を作る前に、当時

の小学校５年生、６年生、中学校１、２年生の計３６１名に対しましてアンケート調

査を実施しました。 

 その中でですね、「悩みがある場合の相談相手は誰ですか」というような設問を設

けましたところ、「誰にも相談しない」というのが２６．３％で、一番多い割合を占

めておりました。次に「友達」が２５．１％、次に「母親」２３．５％ということで

ですね、非常に悩み等相談があった場合については、なかなか誰にも相談しないとい
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うのが４分の１以上あるということで、これは権利条例を作るときに、ぜひ、そこの

未来センター等で、どんな相談でも受け入れる体制をつくらなければいけないという

ことで、条例の中身を検討した次第でございます。 

 そういうことがございまして、２０年にこども未来センターを開設後ですね、毎年

のようにリーフレット等を作成しまして、小中学生に配布し、何かちょっと困ったこ

とがあればですね、いつでも未来センターに電話をしてくださいと。そういうことで、

それは毎年リーフレットを更新しまして、児童・生徒に配布をしているところでござ

います。以上です。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  子どもたちに対しては、きちんとこの条例の趣旨を説明したりですね、役立ててい

ると思うんですけれども、この条例については、保護者なり町の責任についても記載

があるところだというふうに思っております。 

 やはり子ども自身だけじゃなくて、今、いじめとか虐待に遭っている子どもたちに

関しても、やっぱり大人の手がまだまだ必要なのかなという部分があれば、大人に対

しての啓発はもっともっと必要ではないかというふうに思います。そういった数値を

出すなりして、やっていかなくちゃいけないと思いますけれども。 

 特に、近年子どもに対するマスコミ報道が目立っている中で、やはり大人が考える

問題でもあるというふうに思いますけれども、今後そういった大人に対しての啓発活

動を行っていく必要がある、というふうには考えられないでしょうか。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えいたします。 

 議員おっしゃるとおりですね、確かに子どもの権利というのは、当たり前に子ども

を育てていただければですね、当然、必然的に子どもの権利は守られるということで

ございますけれども、なかなか今、児童虐待等頻繁にマスコミ等で報道されておりま

すように、基本的なこともなかなか守れない家庭、あるいは保護者がいるというのも

現実でございます。 

 当然、権利条例がある前にですね、国の法律として児童福祉法とか虐待防止法とか

ＤＶ防止法とか、公権力を持った法律がございまして、それらを的確に運用すれば、

子どもの権利は十分守られるものと思っておりますけれども、子どもの権利は皆さん

知ってあるようで、なかなかご存じないということがございますので、広報、ホーム

ペーを通じまして、町民の皆様には改めて啓発を図りたいというふうに考えておりま

す。以上です。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  この子どもの権利条例ができた後、先ほどもお話が出ましたように、こども未来セ

ンターができて、いろんな相談業務をそこで受けて、子どもたちの悩みを解決しよう

というふうな施設になっているんですけれども、ここは十分機能が果たせているので

しょうか。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えいたします。 

 こども未来センター設立当時のですね、議会の中で当時の課長が説明したかと思い

ますが。 

 未来センターの大きな役割はですね、いろんな相談を受ける総合的な窓口である

と、教育、福祉の分野を超えていろんな相談を受けますと。そして、その相談内容に

よりましてですね、最も適した、あるいは的確に対応のできる部署等にまず紹介をす

る、あるいは指導をするということを大きな目的として、平成２０年度に開設された

ものでございます。 
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 しかしながら、非常に複雑な案件とか、先ほど申しました福祉に絡む問題、ＤＶに

絡む問題、その他諸々子育てに関して影響のあるような問題につきましては、未来セ

ンターだけでは対応ができませんので、そこは庁内連携、関係機関との連携を取りま

して、事件の、不適切な事案の発生防止、あるいは発生が確認された後、それ以上深

く事件が進行しないような対応をですね、連携の上取らせていただいております。以

上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  検証を行って、いろいろな取り組みをしていただいているわけですけれども、それ 

を受けて、今後どういった課題があるというふうに考えてありますでしょうか。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えいたします。 

 子どもの政策に対する課題というのはですね、行政とか地域社会あるいは企業等に

幅広く多様な問題がございまして、中でもですね、ワークライフバランス、いわゆる

仕事と育児、子育てのバランスがですね、家庭の理想と現実が大きくかけ離れている

と、そういうことで、それは尐子化にも密接な関係があるというような報告もなされ

ております。 

 子どもの健全育成あるいは安全確保の分野を中心に考えますと、これは一つの参考

でございますけれども、福岡県が平成２１年３月にまとめました子育て等に関する県

民意識調査報告書の中でですね、子育てを取り巻く環境評価で「非常に深刻」、「やや

深刻」と、そういう評価をされましてまとめられたものがございます。 

 その割合が高いものといたしまして、「子どもが安全で自由に遊べる場所が地域に

ない」と、「子どもを狙った犯罪が多い」、「犯罪者の低年齢化が進んでいる」、「いじ

めが多くなっている」、「ビデオ、テレビによる悪影響が広まっている」、「インターネ

ットや携帯電話による悪影響が広まっている」、「地域で育児を助け合う環境が十分整

備されていない」、「子どもをしつける、いわゆる地域で叱ったり、ほめたりする大人

がいない」と、そのような問題が集約されております。 

 この結果のすべてが本町の状況に当てはまるかどうかは別にしましても、およそ似

たような状況が、次世代育成行動計画のアンケート調査で実施した結果からも推測を

されます。 

 これらの問題が直ちに解決や改善ができるものでないということは、多くの方は感

じてあると思いますけれども、これらの問題への多角的アプローチを行いまして、で

きることからやっていくと、そういう姿勢で進めることがですね、課題の解決に繋が

るものというふうに考えております。以上です。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  きちんと検証が行われ、今後の課題まで把握をされているというふうに感じられま

した。それでもなお、今、子どもたちが犠牲になる多くの問題があるということもあ

ります。家族をはじめ誰かが必ず力になれるということを、常に子どもたちに発信し

続けていくことを、行政にも強く求めまして、私の今回の一般質問を終わらせていた

だきます。 

 議  長  これにて１２番 内堀靖子議員の一般質問を終了します。 

 休  憩  

 議  長  ここで、休憩をいたします。 

 午後１時より再開いたします。 

（１１：２３） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 
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（１３：００） 

 議  長  一般質問に入ります前に、午前中の内堀議員の一般質問において、内堀議員から発

言の申し出があっておりますので、これを許可します。 

内堀議員 

 内堀議員  先ほどの私の一般質問の発言の中で、総務課長と申し上げるところを総務委員長と

申し上げたということです。訂正をお願いいたします。 

 議  長  それでは、一般質問に入ります。 

１０番 梅田美代子議員 

 梅田議員  通告に従いまして、質問をさせていただきます。 

 まず、自然エネルギー政策について、でございます。 

 自然エネルギー導入を活用した町民の増収策をということで、質問いたします。 

 これまで温暖化対策の視点から、自然エネルギーへの転換が言われておりました

が、福島原発事故以来原子力発電への安全性への不安が大きく高まっており、原子力

発電から自然エネルギー転換への移行が高まっている現状でございます。 

 政府は２０３０年代に、原発ゼロを目指すエネルギー国家戦略を９月１４日に発表

いたしました。 

 昨年に引き続きまして、国民全員で節電に取り組みまして、九電管内におきまして

は、計画停電は実施されないまま、この猛暑日を乗り切ったわけでございます。 

 昨年、今年と各福祉施設と庁舎をはじめとして、節電に努めてまいったわけでござ

いますが、何％節電できたのか、また、これを電気料に換算いたしますと、いくらぐ

らいになったのかということ、そして今、５０ｋの太陽光がついておりますが、これ

の売電利益というのはどのようになっていますか、現状をお尋ねいたします。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  事務的なことでございますし、そういったことで、私のほうからお答えしたいと思

います。 

 太陽光発電の関係、これについては、財政のほうで管理しておりますので、その関

係を申し上げたいと思います。 

 ３月１４日に太陽光発電の設置をしまして、実質的には比較そのものは、４月から

実施しておりますけれども、４月から８月まで、この５カ月間、発電をいたしました

量でございますけど、２８，７４９ｋｗでございます。１カ月に直しますと、５，７

４９ｋｗ、５，７５０ｋｗ、そういった状況でございます。 

 このうち役場が閉庁等で売電をした、九電に売った売電料でございますけど、５カ

月間で３，４６２ｋｗ、１カ月に直しますと４９２ｋｗ、そういった状況でございま

す。以上でございます。 

 売電の料金でございますかね、５カ月間で９８，４８０円、１カ月当たり１９，６

９６円ほどの売電であるということでございます。以上でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  節電効果がどうだったのか、ということも聞いたはずでしたが。 

 筑前町はですね、以前から個人で太陽光発電を設置される場合に、１件当たり４ｋ

ｗを上限といたしまして、１ｋｗ当たり２５千円ということで補助をして来られてお

りますが、この補助を受けて設置された戸数というのが、現在何件あるのか。また、

そして１件当たり大体３ｋｗから４ｋｗの設置と思われますが、これによって町内で

発電量というのがどれだけになっているのか、そしてまた、この各家庭の平均収入と

言いますか、はどうなっておりますか、お尋ねをいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  環境防災課のほうよりお答えいたします。 
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 まず、第１点目の、筑前町の太陽光発電システムの設置補助の件でございますけれ

ども、今現在、２３年度末までで２７２件ということで、まず、こちらのほうが平成

１５年から補助を行っております。平成２３年度までに２７２件ということで、平成

１５年から２１年までが１４４件、２２年度が５３件、２３年度が７５件ということ

で、２４年度につきましては、８月末現在で６２件になっておるという状況でござい

ます。 

 それから、その４ｋｗの補助において、どれぐらいの電気が発電されたのかという

ことで、この分につきましては、４ｋｗの太陽光発電システムを家庭１世帯が設置し

た場合、今現在２７２世帯と換算して、その後、筑前町では１世帯当たり大体４，４

００ｋｗアワーの発電が見込めます。１世帯当たりの年間の総消費電力量が約５，７

００ｋｗアワーということで、当然、４ｋｗちょうどの太陽光であれば、売電の部分

は発生せずに、自分のところの世帯で使用する分の大体８０％を賄うような結果にな

るということでございます。 

 ただ、この今までに設置された、補助金を利用された方につきましては、当然、４

ｋｗですけれども、それ以上設置してあるところが当然ございます。その場合は、５，

７００ｋｗアワーが１年間の総消費電力量、これは仮の大体一般的な家庭の場合とい

う設定でございますけれども、その設定でいくと、５．１９ｋｗ以上のシステムを設

置すれば、ちょうどプラスマイナスゼロと。 

 ですから、それ以上の太陽光を設置してある家庭につきましては、状況にもよりま

すけれども、売電が発生している可能性が出て来るという状況でございます。以上で

す。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  ４ｋｗを上限として町の助成があるわけなんですけれども、今、課長の説明により

ますと、それ以上設置してある家庭もあるということですが、町の助成を受けずに設

置されている家庭なり企業なりというのは、現状把握はされておりますでしょうか。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 今、環境防災課のほうで把握している住宅太陽光発電システムを利用された、補助

を利用された方の中で、先ほど申しました５．１９以上のところの住宅用発電利用者

としましては、２７件が、このｋｗ分を超えている世帯があるという結果になってお

ります。以上です。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  太陽光発電によります売電価格というのは４２円となっておりまして、太陽光発電

を設置している家庭と言いますのは、売電によりまして、さっき課長が説明されまし

た。一応４ｋｗで８０％賄えるということなんですが、しかしながら、設置したくて

もできない家庭というのが数多くあると思います。 

 そういうことで、この売電価格と言いますのは、設置していない家庭というのは、

設置している家庭の売電価格を上乗せした電気料金設定というふうに、今、そういう

システムになっていると思いますので、設置していない家庭は、その分を電気料金と

して払わせられているということになると思います。 

 そういったことを考えたときに、じゃあこのままの補助でいいのかなというふう

に、私は考えますが、もう尐し補助額等を拡充して、太陽光発電をどの家庭でも設置

しやすいような状況、条件整備をしてもいいのではないかと考えるわけなんですが、

この点について、町長のご見解をお伺いしたいと思います。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 
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 太陽光発電の普及については、国もしっかりと推進していくというような方向性は

示しております。 

 と同時に、このインセンティブは何と申しましても買い取り価格、固定買い取り制

度でございます。４２円というのが来年度どうなるか分かりませんけれども、この４

２円はたいへんな魅力でございまして、企業等の取り組みがそれを物語っているとこ

ろでございます。 

 本町を考えました場合に、どういった再生エネルギーが可能であるかと。これは、

福岡県の企画部のほうがすでに各地域ごとに、どういったエネルギーを導入したら有

利であるかということのマップを製作しております。インターネットで見ることがで

きますけれども。 

 その中で、本町におきましては、やはり太陽光発電は非常に有利な発電システムで

あるというふうな捉え方かできると思っております。むしろ風力等々につきまして

は、やはり東日本、北日本が有利であると、そのような分布のようでございます。 

 そういったことにおきまして、ぜひとも本町の特性からしてですね、広い土地を持

っている。農家の敷地面積が広い。福祉政策として、あるいは農業政策として、ある

いはコミュニティ政策として、あるいは各家庭のホームエネルギーとして活用するこ

とが地域振興に結び付いていくと、そのように考えます。以上でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  先ほど冒頭に申しましたように、政府は３０年代に原子力発電ゼロを目指すという

ことを打ち出しておりますということは、もうこの買い取り価格というのは、当然こ

のまま推移していくのではないかなと、それ以上になっていくのではないかなという

ふうに、私は予想するわけでございます。 

 町長、今申されましたように、わが町にとっては、自然エネルギー様々にあると思

いますが、やはり太陽光発電の普及というのが一番ふさわしいのではないかというふ

うに思っておりますので、今申し上げました各家庭においての補助額ですが、そうい

ったことをやはり、各家庭が設置しやすいような条件整備を、ぜひお願いしたいなと

いうことを要望として申し上げたいと思います。 

 それと、尐し視点を変えて質問いたしますが。 

 昨年は孫正義氏が北海道にメガソーラーを設置するということが話題となりまし

て、また、今年に入りましては、大分に１０万ｋｗのメガソーラーとか、鹿児島に、

そしてまた熊本県にということで、大手の企業がメガソーラー設置に参入をしており

ます。活発でございます。 

 そういったことでですね、やはり大手が参入するということは、再生可能エネルギ

ーの固定価格買い取り制度を利用しました電気料金、私たちに上乗せされて電気料金

は払うわけですが、結局利益というのは大手の企業に持っていかれると言いますか、

大手の企業のほうが優位になるということと考えます。 

 そういったことで、私、５月にシンポジウムがございまして、勉強させていただい

たんですが。 

 この自然エネルギー市民の会、九州のシンポジウムのときに、麻生 義継氏という

方がお出でになりまして、この方は大阪の保育所の屋根に、太陽光の共同発電所を作

った方で、現在は福島の地で、各自治体におきまして太陽光発電所企業組合というも

のを立ち上げられて、そして、どうせ大手に利益として持っていかれるものであれば、

各自治体でそういう太陽光発電所企業組合なるものを立ち上げて、そして地元にお金

が落ちるように、利益を生み出すことができるようにということで、今、活動をされ

ているわけです。 

 これは、この企業組合と申しますのが、地元の中小企業とかサラリーマンとか主婦、

こういう方たちが２０人から３０人、お１人１万円とか１０万円とか出資金をして、
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そして配当を受けるという、そういうシステムだそうでありまして、これが福島だけ

の問題ではなくて、各自治体で、地方で取り組みができるということをお話をしてお

られました。 

 この筑前町においてもですね、こういうふうな、自分たちが努力してと言いますか、

住民が自分たちで立ち上げて、そして自分たちの手でエネルギーを生み出して、売電

して利益を生み出すという、そういうシステムが、この筑前町でもできると思います

ので、その辺の研究なり、町おこしのためにする時期に来ているのではないかなとい

うふうに考えているわけなんですけれども。 

 この麻生氏が言われるには、このノウハウの協力はしっかりさせていただきますと

いうことも言われておりました。 

 私、シンポジウムに行って、ものすごく感動しまして、これは筑前町でも取り組め

るんじゃないかなと思いまして、翌日にすぐ町長に、その資料等お届けした経緯もご

ざいますが、そういったこと、町長、このまちづくりに対してですね、どのようにこ

のエネルギー政策を考えられますでしょうか。今、私が申し上げましたことも踏まえ

て、お聞きしたいと思います。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 私も先々週の土曜日にですね、福岡県の企画部が主催いたしますエネルギーのシン

ポジウムに参加いたしました。 

 全国からの先進事例がございました。福岡県からは糸島市と大木町が事例発表され

ております。 

 大木町は知ってのとおり、環境対策で非常に進んだ取り組みをなされていると。す

でに太陽光は１０％の普及率だそうでございます。 

 そういったことも参考にしながら、わが町としてどのような方策があるのかなと考

えてみたところでもございます。 

 ただ、議員が申されますように、私も、これは農家の所得保障に、戸別所得保障を

やっておりますけれども、農家というのは本当に家が大きいんですね。そして納屋と

かいろんなものを持っております。 

先日もお話しいたしましたけれども、８３歳の方がですね、わが家でこれだけの収

入があるという一覧表をお出でになりました。まさに８３歳になって働く場所はない

と、しかしながら、こういった定期的あるいはいくらかなりの収入があるというのは

非常にありがたいということで、ぜひ町としても推進をしたらということでございま

した。 

 その折に、何が引き金になったかというと、関心はあったけれども、町の助成金１

０万円というのが１つの魅力であったということを言っていだたきました。そういっ

た面で、町の助成というのもしっかり考えていかなければならないと思うところで

す。 

 それと、わが町を考えてみた場合に、１つは、私どもの町は行政区ごとに立派な公

民館を持っているんですね。公民館でコミュニティ活動をますます今から、見守りに

しろ、防災にしろ、あるいはコミュニティ推進にしろですね、必要なわけです。 

 ただ、町が助成する場合は必ず単発でございます。単年度しか助成できないという、

ある意味では欠点を持っております。 

 そういった中で、この各地区の公民館等がソーラーシステムを導入されることによ

って、ある一定額の収入が得られるとすれば、それは社会貢献であり地域コミュニテ

ィ、福祉あるいは環境問題ですね、それから生涯学習等々の活動資金になり得るので

はなかろうかと。 

 そういった条件を付けて普及していただければ、ますますコミュニティの活動資金
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ができて、活発化していくのではなかろうかと思うところです。 

 公民館というのはほとんど昼間使っておりません。が故に売電する量も多くなると

いうことだろうと思っております。一例でございます。以上でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  基本的なところでは、町長の考えも私の考えも一致するところがあるのではないか

と思います。 

 これは外国の例なんですが、デンマークの場合はですね、今、２００４年度データ

で、個人や協働によります地域住民所有の自然エネルギーというものが、約８０％に

上っているということで、また、ドイツでは農村地域を中心に再生エネルギーに取り

組んでおられましてですね、閑村地と言いますか、農業所得は尐ないけれども、この

太陽光エネルギー等の再生エネルギーによりまして利益を生み出して、そして農業所

得は尐ないけど生活が成り立っているという、こういう現状もあるようでございま

す。 

 そういったことで、本当にこれからの研究課題ということになるとは思いますけれ

ども、地域の環境保全、新たな産業の発展、また雇用創出増加でエネルギー受給率向

上と、今言いました、やはり農山村の発展や食糧生産の維持。 

農業収入が低くて、やっぱり農業から離れる方も出て来られると思いますが、きち

っと収入があれば農業を細々となり続けながらも、きちっと生活はしていけるとい

う、食糧政策にもこれは準じていけるんじゃないかなというふうに考えるわけでござ

います。 

そういったことで、午前中の質問にですね、そったく基金のお話が出ておりまして、

福祉というのは幅広いものであるというふうなお考えを、町長示されまして、やっぱ

りこういう再生エネルギー導入により、利益を生み出して収益を上げて、おひとり、

おひとりが潤うということは、これは当然税収の増額にもなりますし、福祉にも繋が

っていくことじゃないかなというふうに考えますし、形あるものにしたいという、今、

ソフト面だけに使ってありますので。 

 そういったことで、形あるもの、太陽光発電、そういったことにもこれが使われる

ことによって、やはり筑前町の戦略として、まちづくりに貢献できるのではないかな

というふうにも考える次第ですが、その点について、町長お尋ねいたします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 確かに、今後消費税も増税されます。と同時に、年金政策も極めて深刻です。そう

いった意味におきましても、高齢者の収入対策というのは極めて重要でございます。 

 私も体験的に思いますには、みなみの里ができまして、高齢者の方が多数出荷して

おられます。その方々のやはり喜びは収入でございます。やはり経済的な収入がある

ということは、大いなるインセンティブになり得ると、私は思っております。 

 そういった意味で、そったく基金については、また今後考えますけれども、ひとつ

研究の対象になろうかと思っております。以上でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  このエネルギー政策と言いますのは、本当に今後の町の将来にとって必要な、大事

な戦略であると思いますので、今後しっかりと研究、検討していただきたいことを要

望いたします。 

 次に移ります。 

 住民サービスについて、でございます。 

 まずは、コンビニにおける税の徴収について、でございます。 

 ２００７年、平成１９年９月にこの質問をさせていただいておりまして、再度の質
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問となります。 

 現在、木曜夜間窓口を開けてありますが、以前の回答ではですね、木曜日夜間窓口

で、納税をする場合というのは、事前に電話等をしていただいて、お出でいただかな

いと、できないというような回答でございまして、現在の税徴収率の向上、また納税

者の利便性向上から考えますと、福岡県内において、かなりのところがコンビニ納税

をされております。そして、町県民税とか固定資産だけではなくて、国保税、後期高

齢保険料、上水道料、町営住宅使用料まで拡充されているところであります。 

 現在、町の税及び利用料の納付、金融機関からの自動引き落とし、口座引き落とし

が一番いいとは思いますが、口座引き落としと納付書によるもの、これは、どういう

割合になっておりますでしょうか。そして、それぞれ徴収率、現況をお尋ねいたしま

す。 

 議  長  納税推進室長 

納税推進室長  お答えいたします。 

 現在の納付の仕方は、今、議員おっしゃった方法を取っておりませんので、純粋に

納付書で、例えば銀行とか役場等でお支払うやり方が１つ、あともう１つは、今おっ

しゃったように口座引き落とし、この２点の方法で税関係、料も含んでございますが、

納めていただいているところでございます。 

 まず、口座振替のパーセントを簡単に申し上げますけども、一番いわゆる納税義務

者、例えば千人おられて５００人が口座引き落としという、そういう割合で報告いた

しますが、その割合で出しますと、固定資産税が一番高こうございまして、５６％代

でございます。口座引き落としの割合がですね。一番低いのが軽自動車の３７％代と

いう形になっております。これはほとんど変わっておりません。 

 ４税、税に関してだけ報告いたしますけれども、平成２２年、２３、２４年という

形で４税の平均的には、２２年が４７．６％代でございます。２３年が４６．８％代、

今年度、現在の１期の段階でございますが、４６．７％ということで、大体平均的に

４７から４６％でございます。口座引き落としの割合でございます。 

 それとおっしゃっていた、果たしてそれだけの件数でどれだけ入っているかという

率でございますが、いわゆる金額と世帯数の率と両方出し方があると思うんですけ

ど、金額のほうだけでご説明いたしますと、すべてここ３年ともに９４．２から５％、

いわゆる先ほど言いました口座引き落としを希望されている方の９４％ぐらいは、自

動的に税の引き落としができているという状況でございます。以上です。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  口座引き落としで税徴収ができるという、これが一番理想的な姿ではないなかとい

うふうに考えますが、納付書による方というのが、固定資産だけで５６％ということ

でしたので、まだまだ多くの方が納付書によりまして納税されているということが、

現実ではなかうかと思います。 

 そこで、コンビニによる税徴収はいかがなものかということで、質問させていただ

いているわけですが。 

 現在、コンビニが開いている、ご存じのように、全国のコンビニ、休日・夜間を問

わず２４時間開いているわけで、２４時間納税可能であるわけです。 

 以前は若い人が利用率が多かったんですが、最近は本当に高齢者の方の利用も多く

なっております。住民一人ひとりの生活状況を見ますと、やはり就業時間帯も様々で

ありまして、本当に一人ひとりが様々な生活環境でありますので、ぜひコンビニ納税

という形で導入をしていただきたいと思います。 

 当然、コンビニ納税になりますと、納付書にバーコードを付けたりとか、町が手数

料を負担しないといけないということ、当然発生すると思いますけれども、現在です
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ね、先ほど言いました固定資産税、町県民税だけじゃなくて、様々な利用料、これの

利用料というのは、例えば町営住宅、保育料、上水道というのは、それぞれ各課で行

われていると思いますので、これを一本化することによりまして、スケールメリット

というのは発揮できるのではないかというふうに考えますし、住民からしますと、コ

ンビニに納税すれば、本当に利便性というのは特段に上がるわけでございます。 

 納税率の向上にも役に立つと思うわけでありまして、納税推進室の皆様、夜間徴収

とかですね、日頃のご苦労があると思いますが、そういったご苦労も尐し削減できる

のかなと思いますし、そういうことによりまして、職員の削減という形ももしかした

ら効果があるのかなというふうに考えるわけでございます。 

 今申し上げたようなことで、費用対効果というのも十分期待できるのではないかと

思いますが、コンビニの税徴収について、導入、どのように今後お考えになられるか、

ぜひ推進をお願いしたいと思いますが、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  納税推進室長 

納税推進室長  お答えいたします。 

 今、議員おっしゃったように、統計的な数字を前半にお話ししたいと思っておりま

す。 

 本年４月でございます。全国４７都道府県、すべての都道府県がコンビニ収納を行

っております。今度は市町村でございますが、４８６市町村、１，７４７市町村のう

ちの４８６ということで、約２７％ですね、行っております。 

 福岡県下では、今年のこれは２４年７月１日現在で、県の地域支援課が国の調査で

市町村をまとめた分ですが、２１市町村、村は入っておりませんけど、２１市と町に

なるかと思います。６０市町村のうちの２１ということで、約３５％コンビニ収納は

取り組んでおる状況でございます。 

 確かに、今、議員もおっしゃいますように、コンビニエンスストアでは２４時間、

３６５日、いわゆる払い込みが可能なシステムでございまして、これは平成１５年に

地方自治法の改正がございまして、翌年平成１６年に東京都が自動車税で最初に導入

しております。福岡県の自動車税も同じく１６年から導入しているような状況でござ

います。 

 見解といたしましては、いつでもどこでも納付というのを、言葉は別途まして、キ

ャッチフレーズ的なものでですね、全国これを推進しているような状況で、これはも

ちろん国が先頭になって推進しておりますので、市町村も増えているような状況でご

ざいます。 

 まず、何と言っても納税者の、先ほどから出ております利便性、いわゆる便利がい

いということを重点的においている、いわゆる満足度に繋がるというような形でです

ね、そしてそれをやっていかれれば、自然的に自主納付、いわゆる滞納が減っていく

という、至上なメリットがあるというふうに考えております。 

 しかし、先ほど議員もおっしゃいましたように、課題と言いますか、デメリットま

で行きませんけれども、大きな課題も考えております。 

 １つ目は、初期的なものということで、導入するに至る経費がかかるということで

すね。初期投入、購入費用がかかるということで、俗に言います費用対効果がなかな

か比較できない。これは、導入する市町村どこでも、全国的にそのようなケースだと

思いますが。が難しいと、非常に高い金額がかかります。 

 ちなみにわが町で、今、基幹システム、コンピュータメーカーが入っているわけで

すけれども、これを例えばコンビニに切り替えた場合でございますが、基本ソフトだ

けで９１５万ぐらいかかるという、９月の段階でメーカーから見積りを取りましたら

出ております。ソフトの基本でそれだけの金額がかかるということでございます。 

 それから、例えば税ごとですね、いろんな料金もあるでしょうけれども、例えば固
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定資産とか町県民税とか、そういう税ごとに、１つの税を例えばコンビニ収納するの

に２５０万から３５０万かかるということになるかと思います。 

 ですから簡単に、例えば１つの税だけ、軽自動車でスタートする市町村が圧倒的に

多いんですけれども、納期が年に１回ということでですね。それで、うちのコンピュ

ータに合わせるとすれば１，１００万、２００万、初期の投入経費がかかるんじゃな

いかと考えております。 

それが初期的なもので、あとはランニングコスト、毎年の費用で、また課題といた

しましては、先ほど議員もおっしゃいました手数料の負担増が考えられます。 

 現在の、先ほど申しました口座引き落としは、１件１０円でございます。これは、

町が指定している金融機関、それと郵便局もそうなんですけれども、税を引き落とし

いただければ、１０円が手数料で金融機関に払い込んでおります。これは町との契約

で、全国あまり変わらない金額でやっているかと思います。 

 これがコンビニの場合は約５倍から６倍、１件に関しまして５０円から６０円とい

うふうな費用がかかると思っております。 

 この２つがですね、非常な初期の投入経費とランニングコストでですね、なかなか

もう尐し数字が進んでないというのが現実だと考えております。わが町にも非常に大

きく当てはまるんじゃないかと思います。 

 最終的にはですね、こういう全国的な傾向にあるというのは、数字を先ほど申しま

したようにですね、我々も十分承知しておりますので、今の払い込みの仕方ですね、

金融機関、銀行とかそういうのと同様に、コンビニの収納というふうにも十分位置づ

けてですね、前向きに考えるべきだと考えております。 

 さらに先ほど出ました口座引き落とし、現金で払われるという、いわゆる支払窓口

と決済窓口という手段という方法があるかと思うんですけれども、実は、もうコンビ

ニよりも先に、現在、全国的に進んでおりまして、コンビニをやったら３年から５年

ぐらいには次のステップへという形で、コンビニ収納をやられている市町村は考えて

おられます。 

 大きく分けて２つあると思います。 

 まず、ご承知のように、クレジットカードがあるかと思います。クレジットカード

の収納、もう１つは電子マネーという、総体的には電子マネーと申しますけれども、

これは、例えば簡単に言いますと、皆さんほとんどお持ちだと思いますが、携帯電話

で税の払い込みができる。それとパソコンでできる。それと銀行とかＪＡさんとか郵

便局もそうでしょうけど、ＡＴＭがあります。現金の自動引き落とし、現金の自動引

き落としもＰay－easy と書いてペイジーというんですけれども、Ｐという数字が入

っておればですね、それも税の振り込みができるという、あんまりこの辺にはないか

と思いますけれども、そういうのが出ております。 

 そういうのを総括して、マルチペイメントネットワークというんだそうですけれど

も、登録してやれば、いわゆる間に金融機関が入って、すべてやってくれるというこ

とでですね、もう東京は実際そういうのが進んでいるんですけれども、大きな都道府

県はそんなふうにやっているところがございます。 

 ここまで先を考えてですね、やっていくのを検討すべきじゃないかと考えておりま

す。 

 ただ、先ほど福岡県下で申しましたように、もう３割以上の市町村は取り組んでい

るという実態は十分把握しておりまして、ただ地域性が若干偏っておりまして、福岡

都市圏、糸島、粕屋、それと北九州圏ですね、遠賀郡、苅田、含んだところに集中し

ております。筑豊の地区としては田川市だけ、県南、筑後地区は久留米市と筑後市と

いうふうに、ちょっと地域性が非常に、いわゆる福岡、北九州の都市圏に集中してい

るのが、今の福岡県の現状だと考えております。 
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 この近辺にも、小郡市も今年度から検討という課題に入っているみたいですので、

先ほど言いました、とりあえずコンビニの収納というのは十分研究して、先進地の事

例の把握に努めて調査研究して、また議会なり町長なりにご提案して、検討したいと

考えております。以上です。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  納税推進室長には本当に詳しく、将来を見通して研究をしていただきましたこと

を、本当に関心いたしました。 

 もう本当に今、室長言われるとおりで、将来的には電子マネー、またパソコン、携

帯からですね、そういうふうな時代になると思います。うちの子どもの例を言います

と、やはりパソコンから金融機関に振り込んだりとか、そういうことをもうすでにや

っておりますのでですね。 

 ただ本当に、筑紫野市さんも今年から軽自動車、今、室長言われましたように、小

郡市さんも検討中で、筑前町の町民の方はどちらかと言いますと、やはり都市部を、

目線は向いているのではないかなというふうに考えております。 

 そういったことで、様々な問題、課題というのはあるかも思いませんが、まずはコ

ンビニ徴収ができるような体制をつくっていただきまして、次に電子マネー、そうい

ったことになるのかなというふうに思います。 

 それはもうここ２、３年のうちに、いっぺんにこういう電子マネー的なことで導入

が図られれば、それが最善であるとは思いますけれども、そういったことで、そして

システム改修ということも度々予算に上がってくるわけですので、そういったときも

チャンスじゃないかなというふうに考えますので、ぜひ前向きな取り組みをお願いし

たいと思います。 

これで、この質問は終わります。 

 次に、同じく、コンビニにおきます証明書等の発行でございます。 

 これは今、コンビニ税徴収の質問をいたしまして、さらに厳しいのかなというふう

に感じた次第なんですけれども。 

 これはですね、住民票の写しとか印鑑登録証明書をコンビニを通して利用できると

いうことなんですが、これに対しましては、住基カードが必要なわけです。これを利

用するためには。 

 現状の住民課窓口における証明書等の交付状況、住民課窓口の職員が何人で対応さ

れているのか、また、木曜日時間延長の状況、そして先ほど言いました住基カードの

交付状況をお尋ねいたします。 

 議  長  住民課長 

 住民課長  事務的なことですので、私のほうからお答えさせていただきます。 

 まず、平成２３年度の交付件数ですね、窓口での諸々の証明とか住民票とかですね。

有料の件数が４３，４４５件でございます。 

 それから、あとは住基カードの発行状況ですけれども、２３年度中の発行が６１件

でございます。そして２４年３月末日現在の有効な住基カードの所有者が５７７人と

いうことで、交付率で申しますと、まだ２％という尐数なところでございます。 

 それから、あと職員の体制ですけれども、本庁舎それから総合支所窓口ということ

で、私を外しまして職員４人、そして嘱託の方が２人というふうなことで、両方現在

職員が頑張っておるところでございます。 

 木曜日の夜間窓口ですけれども、平成２３年度木曜日３９８人お見えでございま

す。そして発行件数が６１８件でございます。というふうな数字の状況でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  今はセブンイレブンだけなんですけれども、来年度からローソンとかサークルＫサ
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ックスというコンビニも、このコンビニの証明書等の発行に参入してくるということ

で、かなり今まで以上に便利にはなると思います。これも２４時間対応でできるとい

うことなんです。証明書等がですね、手に入れることができるということなんですが。 

 土曜、日曜の開庁を求める住民の方も、そういう声も多くあるわけですが、だから

と言って、木曜日を土曜、日曜まで開庁しても、さほど住民サービス向上に繋がらな

いのかなというふうにも考えるんです。 

 それで、こういうコンビニにおいての証明書等の発行が可能になりますと、そこの

三輪の総合支所なんですけれども、あそこを今後どうするかという問題も検討されて

いくと思いますし、総合支所においては、将来的にそのまま継続ということにはなら

ないだろうというふうに考えます。 

 そういったことで、この総合支所がたとえ廃止になっても、住民サービスが低下し

なければ、住民の方は納得されるというふうに考えるわけです。 

 今、職員が４人、そして嘱託が２人ということで、住民窓口課で対応なさっており

ますが、このコンビニで交付が可能になるということであれば、職員も削減できて、

そして他の部署に配置することができる。 

 そういった視点から考えたときに、これは研究する意味があるのではないかなとい

うふうに、私は考える次第でございますが、町長の見解をお尋ねしたいと思います。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 今、両課長が説明申し上げましたように、実態ないしそれぞれの課長としての考え

を述べさせていただきました。 

 私も同じ考えでございまして、ぜひ納税推進室長を中心に、コンビニ納税等のまた

証明書発行等について、住民課長を中心にそれぞれ研究いたします。 

 そして、それぞれ持ち寄りまして、政策会議等で十分議論をしていきたいと、その

ように考えます。以上でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  実は、このコンビニ交付、税と社会保障の一体改革推進において避けて通れない制

度として、マイナンバー制度というのがあるわけですが、閣議決定はされております

が、今国会で成立は先送りされたというふうになっておりまして、このマイナンバー

制度が制度化されますと、速やかに全国規模でできるのかなというふうにも考えます

ので、そういったときにですね、本当に速やかにこれが実施できますように、しっか

り今から研究をしていただきたいと思います。 

 次の質問に移ります。 

 まちづくりについて、でございます。 

 １０周年記念事業におけるさらなる町民の一体化をということで、筑前町の歌、音

頭等の政策をということで、質問をさせていただきます。 

 本当に来年３月で合併満８年を迎えるわけでございまして、最近では三輪だ、夜須

だというような発言も段々尐なくなって、本当に一体化が育まれているんだなという

ふうにも感じますし、どーんとかがし祭りにおいては、本当に毎日双方のどーんと祭

りとかがし祭りを一体化させて賑わっているところでございますが、町長にお尋ねい

たします。 

 現時点におきまして、この町民融和、一体化、どのようにお感じになっております

のか、どう評価されておりますのか、お伺いいたします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 町民の融和、本当に三輪・夜須の垣根のですね、かなり低くなって一体感はかなり
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醸成されていると、そのような認識でございます。 

 とかくオンリーワン事業でですね、記念館か、直売所かというような論争もござい

ましたけれども、今は１つのフレーズで、食に感謝し平和を願う、ともに栄えていく

んだというような一体感が醸成されております。 

 なお一層、この１０周年等については、さらなる飛躍の年度になりますように、今

といたしましては思うところでございます。以上でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  私もですね、本当に筑前町はいい方向にいっているんじゃないか、不祥事はござい

ましたけれどもですね、本当に将来に向かって、ますますいい町になってほしいなと

いう期待を大いにしているところでございます。 

 夏祭りがありましたわけですが、参加者は浴衣姿で楽しく盆踊りを踊っていらっし

ゃる姿があちこちで見受けられたわけでございます。 

 盆踊り、いろいろな曲目があったわけなんですけれども、その中でやはり三輪音頭、

夜須音頭を踊られまして、やはり夜須音頭、三輪音頭ということになれば、何がしか

町に対しての愛着を感じられた次第なんですが。 

 これまでのこういった三輪音頭、夜須音頭、この歴史があるわけですので、振り返

って踊ること、そういう意味のあることだと思いますけれども。 

 しかしながら、筑前町音頭ということがないのは、いささか寂しいなという気持ち

もした次第でございます。筑前町になって誕生した子どもも７歳になるのではないか

と思いますが、そして町史編さんも今取り組まれているところでございますので、古

きを尋ねるとともに新しい歴史、伝統、将来に向かってのですね、そういった筑前町

の歌、音頭等を作成いたしまして、この子どもたちに伝えていけたら、若い人も、そ

して年配者もともにですね、こういう祭り等でともに賑わっていったらどうかなとい

うふうに思いまして、提案をさせていただくわけでございますが、この筑前町の歌、

音頭等の作成、どのようにお考えでしょうか、これも町長にお尋ねをいたします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 １０周年事業につきましては、総合計画の基本計画の中にですね、私もぜひという

思いで、計画書の中に重点頄目として掲げさせていただいております。 

 内容につきましては、十分、大いなる住民の方々のですね、雰囲気づくりが私は大

事だと考えております。その中からいろんな発想が生まれて来ると思います。 

 町といたしましては、ちょうど町史編さん、あるいは町民グラウンド等々がですね、

その完成期に当たるんではなかろうかという計画でもございます。 

 いかにして住民の方々が、この１０周年を記念してですね、さらなる筑前町の発展

を考える、過去を振り返りながらも未来を見ていくと、そういった年度になるよう、

この事業についても大いに工夫、参加、住民協働でやっていくべきだと考えます。 

 したがいまして、具体的な事業はですね、その中から生まれ出てくるものを尊重し

ていくべきではなかろうかと、そのようにも考えます。以上でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  １０周年についてはそうでありましょうけど、筑前町の歌、音頭等の作成、これは

もうそろそろ準備にかかったほうがいいのではないかなというふうに、私は考えて今

回質問したわけでございますが、その点をもう一度お尋ねをいたします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 確かにですね、一本化されましたので、そういった全体を象徴できる、例えばわが

町からオリンピックに出場するならば、その歌をもってみんなで応援することができ
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る、そんなものが必要だという思いでございます。 

 したがいまして、そういったところもですね、歌なり踊りなり、あるいはもっとい

いものがあるかもしれません。そういったものを研究していくべきだと考えます。以

上でございます。 

 それもやはり私は、１０周年に照準を合わせてですね、取り組んでいくことが、よ

りメモリアルではなかろうかと考えます。以上でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  筑前町の歌、音頭、ぜひ作成をしていただきたいと思いますし、筑前町の歌をです

ね、編曲して振付をしてということであれば、今、ヒップホップダンスというのが、

中学生では必須科ということも言われておりますので、そういったことで、子どもた

ちもこういうヒップホップダンスというのは大好きですので、本当に町民挙げてです

ね、みんなで踊れるんじゃないかなと思いますので、ぜひ期待をいたします。よろし

くお願いいたします。 

 何か１０周年記念イベント事業の実施をということで、次の質問とありますけれど

も、これは、多分田頭町長、筑前町第３代町長としての指揮を取られる事業になるの

ではないかなというふうに、私は予想、推察をいたすわけでございますが。 

 何か、やはりこの１０周年を節目にしてですね、何か筑前町を大いにすばらしい町

であるということを、内外にしっかりアピールする良き機会じゃないかなというふう

に考えるわけですが、町長として、今もご発言していただきましたけれども、何か特

段の思いとか、町長が描いてある何かお考えなりお持ちでしたら、今一度お聞かせを

願いたいと思います。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 任期途中でございます。職員の不祥事もございました。まずはですね、この信頼回

復に、今は努めるべきだと、専念すべきだという思いでいっぱいでございます。 

 したがいまして、２４年度に予算執行させていただいておりますことをですね、し

っかりやり遂げて行きたいと、そのように考えます。以上でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  町長の真摯な発言は評価いたしたいと思います。 

 本当に１０周年に向けまして、さらにさらに筑前町がすばらしい町になっていくこ

とを念願いたしまして、私の質問を終わります。 

 議  長  これにて１０番 梅田美代子議員の一般質問を終了します。 

 休  憩  

 議  長  ここで、休憩をいたします。 

 ２時５分より再開いたします。 

（１３：５２） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

（１４： ５） 

 議  長  １３番 河内直子議員 

 河内議員  通告に従い、項次質問させていただきます。 

 まず初めに、子どもたちを取り巻く問題について、お尋ねします。 

 いじめ問題については、１４日の石丸議員、本日桒野議員と質問があっていました

ので、なるべく重複しないよう質問させていただきます。 

 ここ連日のようにいじめ問題についての新聞報道がされています。９月１２日付西

日本新聞には、２０１１年度多尐減尐したとはいえ、未だ全国で７０，２３１件のい
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じめがあったと報道されています。 

 筑前町学校教育推進２４の中でも７つの柱の１つとして、いじめ、不登校等に対す

る生徒指導体制の確立が掲げられています。 

 その中で、各学期１回のアンケート調査を行っているということでしたが、１学期

が終了し、集計はすべて終わったのか、まずお尋ねをいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 いじめ問題アンケートの集計結果はすべて終わったのかということでございます

が、一応、１学期末までにですね、教育委員会のほうに報告を各学校から上げていた

だいております。 

 その結果ですね、アンケート調査によりますと、いじめに関する記述が１３件あっ

たということでございます。内容はすべてあだ名や嫌なことを言われる。または友達

が言われていると、そういう内容のものでございました。以上でございます。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  それではお尋ねしますが、このアンケートを各学校行うにあたって、どういう形態

で行われたのか、記名式か無記名式か、お尋ねします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 ７月の上旪に教育委員会のほうから、いじめに特化したアンケートを実施するよう

に各学校に通知を行いましたが、各学校としましては、学期に１回必ず行っておりま

すアンケートをですね、まずは実施をしたということでございます。 

 その後、その結果をうちのほうで聞き取りをしましたところ、いじめに特化した部

分でなく、普通の通常の生活アンケートも一緒にやったということで、学校によって

は記名式でですね、教育委員会としては無記名式のアンケートを実施しなさいという

ことで指示をしましたけれども、学校によっては記名式でやったところもございまし

たので、再度指示をしましてですね、無記名式で実施を、すべての学校で無記名式の

アンケートの実施を行わせたところでございます。以上です。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  各学校で記名式と無記名式ということで、バラバラだったということですが、記名

方式にすると、なかなか本当のことが言えないというのが現状ではないでしょうか。 

 無記名という方針で出されたのなら、次の各学期はそれを徹底していただきたいと

思います。見解をお尋ねします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 議員ご指摘のように、記名になった場合に子どもたちがですね、そういう状況を敬

遠して何も書かないという状況がございますので、まずは無記名と、無記名を徹底さ

せるということで実施をいたしまして、その中で、何らかの記述によりましてですね、

そういういじめの兆候が見られた場合には、再度ですね、聞き取りをするなり、その

学年だけの、学級だけのアンケートを再度実施するなりして、そういう把握に努めて

いきたいと、そういうふうな今後のですね、指導していきたいというふうに考えてお

ります。 

 議  長  河内議員 

河内議員  よろしくお願いしておきます。 

 今、町には各学校、両図書館、こども未来館に相談ポストが設置されていますが、

そのポストに寄せられた内容と、それに対する対応はどうされたのかを、お尋ねいた

します。 
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 議  長  教育課長 

教育課長  お答えいたします。 

 相談ポストへの投函数につきましては、学校のポストには、平成２３年度に１７通、

平成２４年度の９月３日現在、１学期終わった段階でございますけど、９月３日現在

までには２８通でございます。 

 一方町内の図書館等に設置しましたポストには、平成２３年度に１３件、平成２４

年度９月３日現在では１件でございます。 

 内容につきましては、学校のポストに投函されたものの中には、教師の指導、学校

の施設設備や校則等に対する不満等も含まれており、あだ名や嫌なことを言われるな

どのいじめに関する相談は、平成２３年度から現在まで５通あったということでござ

います。 

 一方、町内の施設のポストに投函されたものの中には、いたずらと考えられるもの

も数点含まれておりまして、いじめに関する内容は６件でございました。内容的には

「嫌なことを言われる」、「からかわれる」、「いじめられる」などの内容でございます。 

 発見後の対応といたしましては、学校では、記名されたものについては、担任等が

事実を確認し指導を行い、その後の経過を複数の教員が観察していく体制を取ってお

ります。 

 また、無記名のものにつきましては、全教職員で気になる児童・生徒を上げ、担任

等が児童生徒のあり様を観察したり、声かけをしたりして、個別に対応するとともに、

道徳や学級活動の時間等に、いじめの問題や命の大切さ、規範意識に係わる題材を取

り上げ、指導を行い、いじめを許さない学級の風土を築き上げていく取り組みを行っ

ているところでございます。 

 また、町内の施設のポストに投函されたものにつきましては、個人や学校が特定さ

れるような場合は、当該学校に連絡いたしておりますが、不明な場合には、すべての

学校に対応を依頼しております。 

 この図書館等の中には、本町内の学校以外の学校等もですね、書かれたものがござ

いましたので、そういったところにも連絡は取っておるところでございます。 

 平成２３年度には学校内の友人関係のトラブルから、嫌なことを言われるようにな

ったことに悩んで、図書館の相談ポストに投函してくれたことによりまして、学校と

連携して早期に解決した案件も、昨年度は２件ございました。 

 このようなことから、相談ポストも含め、アンケートや教育相談等を確実に実施し

まして、子どもたちが悩みや叫びを伝えることができる機会をですね、より多く準備

してやることが重要であると考えております。以上です。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  対応策の１つとして、国もやっと重い腰を上げ、学校をサポートするいじめ問題支

援チームや当事者の相談を受ける第三者機関を設置する自治体には、全国で約２００

の自治体に対し、関連費用を全額負担するという構想が出されているようです。 

 筑前町でもぜひ取り組むべきと考えますが、教育長の見解をお尋ねいたします。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 ただ今、議員ご指摘のように、国はいじめ対策アクションプランの一環として、全

国２００地域に大学教授や弁護士等で作るいじめ問題等支援チームを設置するため

の概算要求を行っているところでございます。 

 このいじめ問題等支援チームは、各学校のいじめ問題等の解決を支援することを目

的に、各都道府県に４地域ないし５地域、設置する予定のものでございまして、詳細

がですね、まだ不明でございます。 
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公募によるということだけは決まっております。公募等の通知がございましたら、

筑前町といたしましても設置の方向で希望したいと、そのように考えております。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  今、各学校にはいじめ・不登校等問題対策委員会が設置されていますが、本年度に

これまで何回委員会が開催されたのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 いじめ・不登校問題対策委員会につきましては、年度当初に町全体や各学校の活動

計画を確認するということで、年度初めに１回、それから年度末には１年間の活動を

評価、課題を確認し、次年度の実践の方向性を明確にするということで、毎年年度当

初と年度末にということで、年間２回開催をいたしております。以上です。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  手元に持ってきてないんですが、学校教育推進２４の中では、毎月１回の定例会を

謳っていますが、なぜ毎月開催できなかったんでしょうか、お尋ねします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 先ほど私が答弁いたしましたのは、町のいじめ・不登校問題対策委員会ということ

で、回答させていただきました。 

 議員が言われております部分につきましては、各学校、学校ごとにいじめ・不登校

等問題対策委員会を設置いたしておりまして、各学校につきましては、毎月１回、定

例的に行っております。以上です。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  思春期の子どもたちが、いじめから受ける心の傷はたいへん深いものがあります。

子どもたちのかけがえのない命を守ることは、私たち大人の、そして社会の責任です。 

 弱い者いじめが平気でまかり通る今の日本社会、子どもたちは私たち大人を、そし

て社会を鋭く見つめています。 

この社会のあり方を根本的に変えていかなければ、思いやりの心も育たないのでは

ないかと申し述べ、次の質問に進みます。 

 次に、安心・安全の暮らしを守るための取り組みについて、お尋ねをいたします。

５点ほどお尋ねします。 

 まず、バイク・自動車保持の職員の任意保険への加入について、お尋ねをいたしま

す。 

 現代の車社会の日本においては、いくら細心の注意を払って運転を心掛けていて

も、いつ何時交通事故に巻き込まれるということも珍しくありません。万が一交通事

故に遭うと、被害者も加害者も今までの平穏な生活が一変し、悲惨な状況に陥ってし

まいます。交通事故に遭ったときの損害賠償の額も決して安いものではありません。 

 今多くの保険会社では、人身も車両も無制限に保障するというのが当たり前になり

つつあります。 

 民間企業においては通勤に使用するバイク・車については、任意保険に加入してい

なければ使用を認めないというところも珍しくありません。 

 そこでお尋ねしますが、職員、臨時・嘱託職員も含めてですが、通勤に使用してい

る車には全員任意保険に加入しているのか、また、もし加入されていない人がいるの

なら、加入を促すべきかと考えますが、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  私のほうからお答えをいたしたいと思います。 

 職員保持の自動車・バイク等の任意保険加入でございますけれども。 
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 今、議員、ご質問がございました、通勤等に使う車等の任意保険の加入については、

調査をいたしておりません。 

 ただし公務出張の際にですね、通常公務出張は公共交通機関、公用車を使うわけで

ございますが、どうしても私用車で行かなければいけないという場合がございますの

で、その際の要件の１つとして、任意保険加入を調査をし、そのことを登録をしてで

すね、公務出張に使えるという制度で調査はいたしております。以上でございます。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  公務出張に使われる車については、登録は、最初だけ登録すればいいんでしょうか。 

 任意保険は、自動車保険は１年の自動更新で、車両入れ替えとかあったら変わって

くるわけですが、その辺のチェックはされていますでしょうか。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 登録をしてですね、保険が変わったときには登録をし直してくださいということ

と、それから車を買い替えたとか、そういう場合には、また登録をし直してください

という指導をして、登録をしていただいているところでございます。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  筑前町の地域性を考えますと、一家に２台から３台、あるいはそれ以上車を保有し

ている家庭も多いとは思いますが、本人名義の任意保険には他車運転条頄があり、他

の保険未加入の車を運転していて事故を起こした場合、その保険で補てんされること

になっています。また、本人名義でなくても使用者欄に記名をすれば、記名者の事故

も補てんされます。 

 通勤に使用する車は、週のうち５日間は毎日使っているわけで、事故に遭う確率も

非常に高くなっているのではないでしょうか。 

 職員が保険未加入のため、事故に遭ったとき、その対応に追われるということにな

れば、住民サービスにも支障を来します。 

 あくまで任意だからというのであれば、民間企業のように規則で定め、使用制限を

かけるべきと考えますが、町長の見解をお尋ねいたします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  町長ということでございますけれども、事務的内容でもございますので、私のほう

からお答えしたいと思います。 

 今、議員が申されますように、民間企業では通勤に使う車について、任意保険証の

コピーをですね、写しを出して調査しているところもあることについては、承知をし

ておるところでございます。 

 それから、筑前町でございますけれども、職員が自家用車通勤というのが一番多ご

ざいまして、これは地理的な問題もございまして、一番多ございます。 

 今現在はやっておりませんけれども、これは大きな課題として十分研究させていた

だきたいと思います。以上でございます。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  では次に、道路標識の設置について、お尋ねをいたします。 

 現在、町内の交差点には、至るところに「とまれ」の道路標識と路面上に停止線や

「とまれ」の文字が書かれていますが、中には路面上の表示だけで「とまれ」の標識

が付いていないところも何カ所かあるようです。 

 まず、表示のみの箇所は何カ所あるのか、また、標識のあるなしの基準と言います

か、違いはどうしてあるのかをお尋ねいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 
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 まず第１点目の、表示のみの箇所は何カ所あるのかという点でございます。 

 現在、町道約４６６㎞ありますけれども、そういった表示のみの箇所が何カ所ある

かにつきましては、過去の実績もなく把握してないという状況でございます。 

 もし発見された場合は、朝倉警察署か、または町のほうへご一報をお願いしたいと

思います。 

 それから、２点目の、どのような違いがあるのかという点でございます。 

 一旦停止につきましては、道路交通法上の交通規制に伴うものであり、標識と、標

識と停止線がセットになっております。 

 したがいまして、当然一旦停止が義務付けられており、県の公安委員会の権限事頄

となっております。 

 また、停止線のみの箇所につきましては、合併後はございませんけども、過去の長

い歴史的経緯の中で、道路改良時に非常に危険なＴ字路だからとか、一応信号機のな

いような交差点だからということで、注意喚起のために停止線のみを設置してきた経

緯があり、現在に至っておるというのが現状でございます。 

 県公安委員会や警察署といたしましては、その注意喚起のための一定の効果を認識

しておる状況であり、発見次第、即時撤去までは求めておりませんけれども、今後道

路改修や道路新設時には、行わないようにという指導を受けている状況でございま

す。以上です。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  事故を尐しでも尐なくするためには、表示だけでは十分と言えません。 

 ですから、「停止線・止まれ」の路面標示があるところには、「止まれ」の標識をぜ

ひ付けていただきたいと思いますが、その辺の見解をお尋ねいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 表示のみのところだけでは、不十分、標識の設置をということでございます。 

 表示のみのところにつきましては、過去においてどうしても便宜上設置している経

緯があります。今後は道路交通法上の交通規制に伴うものでありますので、正式に要

望書を提出していただいて、町のほうとしては、朝倉警察署また公安委員会のほうへ、

地元同意、事情等を説明の上、積極的に採択をお願いしたいという要望活動を、ぜひ

行わさせていただきたいと、このように考えております。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  住民の生命、財産、福祉を守る自治体の本旨を発揮していただくことを強く要望し、

次に進みます。 

 次に、社会保障・税一体改革について、お尋ねをいたします。 

 民主、自民、公明の３党による密室談合によって、消費税の大増税と社会保障の改

悪に一段と拍車がかかりました。まさに前代未聞です。 

 民主、自民、公明の３党合意によって提出された消費税増税法案は、２０１４年４

月から税率を８％に、翌２０１５年には１０％に引き上げるという大前提は変わって

いませんが、いくつかの点で一段と悪いものになりました。 

 政府案にわずかにあった高額所得者への所得税や相続税の強化など、所得再分配機

能の強化がすっぽりと削減されています。富裕層へのわずかばかりの増税を回避する

一方で、低所得者対策は検討課題として先送りされています。結局残ったのは、むき

出しの消費税の大増税です。 

 また、大型開発や大企業優遇のための税金を垂れ流すことが、消費税法上も可能と

なっています。 

 附則に、事前防災、成長戦略を入れることで、無駄遣いと大企業減税、優遇税制を
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さらに突き進もうというものです。 

 さらに消費税増税に加えて、社会保障の大改悪に拍車をかけ、社会保障制度を解体

させようとしています。自民党の原案、社会保障制度改革基本法案を民主党がほぼ丸

飲みし、公明党も同調して、全くの新法である社会保障制度改革推進法案が提出され

ました。 

 推進法案では、各種給付の削減のオンパレードです。医療保険制度については、第

６条で、保険給付の対象となる療養の範囲の適正化、介護保険制度については、第７

条で、介護サービスの範囲の適正化等による介護サービスの効率化及び重点化、生活

保護制度については、附則第２条で、生活扶助、医療扶助等の給付水準の適正化など

です。 

 推進法という法律によって、自己責任を社会保障の原則にし、憲法をないがしろに

するという異常なものになっています。 

 本来なら、こうした重要法案は、本会議で趣旨説明と質疑を行い、委員会で十分時

間をかけ、公聴会も開いて、国民の声を聞いて採択するというのがルールです。 

 それを議事録にも残らず、国会の正規の機関でもない３党修正協議を経て出された

ものを強行するというのですから、議会制民主主義を破壊する暴挙としか言いようが

ありません。 

 こうした暴挙に対して、国民の怒りは沸騰しつつあります。反対世論が揺るがない

背景には、消費税１０％には到底耐えられない深刻な暮らしと営業悪化の実態があり

ます。 

 １９９０年代以降の国民の可処分所得の推移を見ると、１９９０年の５２９万円か

ら１９９７年には５９６万円に増え、景気も回復しつつありました。 

 しかし、１９９７年に消費税が３％から５％に引き上げられ、医療費の負担も含め、

９兆円の負担増が押し付けられて以降、所得も消費も景気も急速に下降してしまいま

した。２０１０年の可処分所得は５０４万円となり、９７年と比較しても９０万円も

尐なくなってしまいました。 

 また、小泉構造改革によって、年間給与が２００万円以下の人が急速に増え、２０

０６年以降は１千万人を超えています。この上に消費税増税と社会保障の改悪をはじ

めとした、２０兆円もの負担が覆いかぶさるのですからたまったものではありませ

ん。 

 中小業者への影響はどうでしょうか。消費税は５％でも中小業者には価格転嫁がで

きていないということです。 

 福岡県商工団体連合会が２０１２年中小業者経営実態調査結果を発表しています

が、その結果、価格転嫁について、「全くできない」と、「部分的にしかできない」を

合わせると７０．３％、中でも料理、飲食関係は８４．５％が転嫁できないと答えて

おり、消費税が１０％になれば廃業すると、４分の１の方々が回答しています。まさ

に商店街が消えてしまいかねません。 

 消費税増税は景気や財政再建にとっても大きなマイナスになることは、税収の推移

からも明らかです。 

 消費税率が５％にアップされる前年の１９９６年度と２０１０年度を比較すると、

９０．３兆円から７６．２兆円と１４兆円も下がっています。 

 消費税収は７．６兆円から１２．７兆円に増えたにも係わらず、金持ち減税、大企

業減税をしたこと、日本経済の後退によって法人税収は２３．３兆円から１４．８兆

円に、所得税、住民税も２８兆円から２４．５兆円に下がりました。 

 さて、これまで縷々申し述べてまいりましたが、それらを踏まえ、消費税増税、社

会保障制度改革推進法案に対する町長の見解をお尋ねいたします。 
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 議  長  田頭町長 

 町  長 お答えいたします。 

 国政の話ではございますけれども、町政を預かるものとして、私は、消費税は必要

だと考えます。 

 理由の１つといたしまして、市町村合併を７年前に実施したわけでございますけれ

ども、合併の目的は何であったのか、１つは高齢社会への対応でございます。 

 行財政改革を推進することによって経費を節減し、その経費を福祉等の予算に充当

していく、それと併せて職員の専門性の向上、それもございましたけれども、特に行

財政改革が主だったと、私はそのように位置付けでおります。 

 具体的に申し上げますと、まず人件費でございます。 

 議員もご承知のように、議員は２８名から今１６名に、我々４役も８名から３名に、

職員も２３０名程度から１８５名に人員削減を行いました。その削減効果は約６億円

でございます。間違いなく平成１６年度と比較いたしますと、６億円の削減になって

おります。以上の削減になっております。 

 しかしながら扶助費につきましては、ほぼ同額以上が増額となっております。その

ような努力をして扶助費等に充当しても、なおかつ国保等については年間２億円等

の、一般会計からの繰入が必要な状況でございます。 

 こういった中で、より国保保険対象者に増税を求めるよりも、私はこの消費税導入

によって、より幅広い方々から福祉予算に充当していただく制度のほうが、私は好ま

しいと、そのように考えるところでございます。 

 したがいまして、この消費税導入、確かに低所得者層への制度設計上の、まだ課題

が十分ではないと認識しておりますけれども、その制度設計について十分、河内議員

が申されましたようなことを考慮しながら、国は進めていかれることを要望していき

たいと思います。以上でございます。 

 社会保障につきましてもですね、それはもちろんでございまして、現に介護保険制

度、国民健康保険制度、いっぱいいっぱいの収支でございます。このままの状況では

どこの自治体も成り立っていかないようでございます。 

 したがいまして、何らかの改革が必要ということで、今の改革が、私も十分は承知

しておりませんけれども、何らかの解決策を、方向性を見出して実施されたいと。 

 特に、国の財源保障をですね、手厚く、自治体といたしましては希望するところで

ございます。 

 制度設計については、国のほうの提案を待ちたいと思います。以上でございます。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  消費税が導入されたことを思い起こしてください。 

 福祉のために使うと言われた消費税、ほとんど使われていないじゃないですか。 

 消費税増税法案に、５０頄目以上の修正を加え、また、社会保障制度改革推進法が

全くの新法であり、社会保障を解体に導くことに広範な団体からも危惧が表明されて

います。 

 フランスでは、５月の大統領選の審判で、付加価値税、いわゆる消費税の引き上げ

にストップをかけ、富裕層や大企業への課税強化の方向が打ち出されているというこ

とを申し述べ、次に進みます。 

 次に、生活保護の実態について、お尋ねをいたします。 

 格差さ貧困が広がる中、最後のセーフティネットである生活保護を受けざるを得な

いという方々が年々増え、今、２１０万人を超えています。 

 そこでまず、町における生活保護受給者の過去３年間の推移はどうなっているの

か、お尋ねをいたします。 
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 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。 

 筑前町の生活保護世帯数は、平成２１年度末で１５１世帯、平成２２年度末で１５

８世帯、平成２３年度末で１６９世帯でございます。最近１年間では１１世帯の増加

となっております。以上です。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  これも格差と貧困が広がっていることの数字としての表れではないでしょうか。 

 日本の貧困率はＯＥＣＤ基準、例えば４人家族では月１８６千円未満で暮らす人の

率、ＯＥＣＤ基準によれば、２０１１年政府発表で、２００９年度は１６％に達して

います。 

 これに対して、当時２００９年の保護率は、人口費で１．３８％、生活保護を利用

できていた人は、わずか１割もいなかったのです。 

 この基準で暮らすのは相当厳しい水準であることは想像に難くありません。その水

準未満の生活を余儀なくされている人が約２，０００万人を超えるのが、今の日本の

現状です。まさしく貧困大国日本が豊かな日本のもう一つの姿と言えるのではないで

しょうか。年々拡大悪化するばかりの貧困が、社会の隅々まで広く進行していると言

えるのではないでしょうか。 

 そんな中、今年に入り、新春から札幌市白石区、さいたま市北区、東京都立川市、

世田谷区などで、餓死や孤独死するという大変痛ましい事件が相次いでいます。 

 電気、ガスが機械的に供給停止され、本来必要な生活保護が適用されず、地域での

見守りなどがされずに、孤立して死亡するという事態に至っています。 

 これら一連の事件では、一人暮らしの高齢者だけでなく、夫婦や子ども、兄弟や姉

妹、障害者の方々も亡くなっています。 

 その中で、札幌市白石区の事例では、１年に３回も福祉事務所に足を運んでいるに

もかかわらず、すべて相談扱いにされ、結局病死、凍死という痛ましい事態に陥って

います。 

 行政のマニュアルである保護の実施要領には、２００８年に出された厚生事務次官

通知第９で、生活保護は申請に基づき開始することを原則としており、保護の相談に

あたっては、相談者の申請権を侵害しないことはもとより、申請権を侵害していると

疑われるような行為も厳に慎むこととして、保護申請権侵害を戒めています。 

 そこでお尋ねしますが、窓口に来られた方で、相談という形で、申請に至らないと

いうケースはなかったのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。 

 まず、生活保護の申請状況について、ご報告をいたします。 

 平成２３年度の申請等の状況ですけれども、申請件数５６件、そのうち保護開始が

４０件、却下１０件、取り下げ６件、廃止２７件の実態でございます。 

 また最近の状況ですけれども、本年４月から７月までの４カ月間では申請が２３

件、そのうち保護開始が１６件、却下６件、取り下げ１件、廃止８件の実態でござい

ます。 

 こういった状況につきましては、民生委員・児童委員協議会の毎月定例会の中で、

報告をさせていただいております。以上でございます。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  今、課長の報告の中で、取り下げ２３年度６件、本年度これまでで１件、取り下げ

られた理由は、分かったら教えていただきたい。 

 議  長  福祉課長 
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 福祉課長  お答えいたします。 

 取り下げの理由といたしましては、判断と言いますか、調査の申請が出て、それか

ら福祉事務所等のケースワーカーの調査になりますけれども、調査の中で、明らかに

要件を満たさない、そういったものも取り下げの件数ということでございます。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  担当のケースワーカーが調査する前に、町は窓口として申請書を受理するわけです

が、その時点で、明らかにこれは保護基準以上だということは分からなかったんです

か。 

 議  長  福祉課長 

 福祉課長  町のほう、受付をします段階では、基本的には福祉事務所のほうで調査、判断等を

いたしますので、筑前町の福祉課で申請を受ける段階については、基本的に受付をす

るということでしております。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  福祉課の相談窓口に行っても、自分からはっきりと保護を申請しますという方は稀

であるのが現実です。申請という言葉さえ知らない人が多いのではないでしょうか。 

 さっきの事務次官通知の趣旨を生かそうとするなら、相談に来られた方がはっきり

申請と言わなくても、実質的に保護申請意思が表明されていれば申請と認め、審査手

続きに入るべきではないでしょうか。筑前町では、申請書は福祉事務所のほうに上げ

ているということで安心はしております。 

 さて、生活保護法第２５条１頄では、たとえ保護申請が、申請行為がなくても保護

をしなければならない窮迫状態である場合、職権で保護しなければならないとなって

いますが、これまで職権保護の事例はあったのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。 

 生活保護法第２５条による職権をもっての保護の開始は、過去３カ年程度を見る限

り、筑前町では該当はございません。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  この間、有名芸能人の母親が生活保護を受けていた問題などを材料に、一部マスコ

ミは大々的な不正受給キャンペーンを行っています。 

 親族の扶養は、ヨーロッパなど先進国では、夫婦間と未成熟の子に対する親のみに

限定されています。しかし、日本では、明治時代に制定された民法に基づき、叔父、

叔母など三親等まで含めています。 

 しかし生活保護法では、扶養は保護を受けるのに必要な条件でなく、福祉事務所と

当事者間同士の話し合いと合意で行うものとしています。 

 生活保護での扶養義務は、義務者がその者の社会的地位にふさわしい生活を成り立

たせる上で、なお余裕があれば援助する義務にとどまるとしています。 

 しかし、昨今の生活保護バッシングによって、政府は７月４日付厚生労働省の生活

支援戦略中間まとめの中で、それまでになかった扶養可能な扶養義務者には、必要に

応じて保護費の返還を求めることも含め、適切に扶養義務を果たしてもらうための仕

組みの検討が追加され、扶養義務履行強化を打ち出していますが、履行が強化されて

いることはないか、お尋ねをいたします。 

 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。  

 県のほうに確認を取りましたところ、文書等での通達は一切ないということで、現

状どおりの基準で実施をしているということでございます。 

 議  長  河内議員 
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 河内議員  生活保護利用者の方々は、保護になるまでに親族から様々な援助をしてもらってい

たり、それで関係がこじれていたりしている例が大半なのです。 

 つまりこれ以上援助を続ければ、親族共々共倒れになるか、親族も援助が限界に達

しているという例が多いため、生活保護の門を叩く人が大半なのです。 

 もし今回の生活保護バッシングに乗って、生活保護法を厳しくしたり、扶養義務の

履行を強化するようなことになれば、ますます生活保護は利用しにくくなり、困窮者

にとっていよいよ行き場がなくなってしまうのではないでしょうか。 

 民主、自民、公明の３党合意で出された社会保障制度改革推進法は、社会保障は権

利ではなく、自立、自助の制度であり、憲法２５条の生存権を真っ向から否定してい

ます。 

 この中で、生活保護制度について、不正な手段により保護を受けた者等への厳格な

対処、生活扶助、医療扶助等の給付水準の適正化などを上げ、不正受給を口実とした

適正化、締め付け強化や生活保護基準の引き下げなどを法律に明記し、国民に押し付

けようとしています。 

 今重要なことは、こうした改悪ではなく、雇用を立て直し、生活保護に至るまでの

社会保障制度を充実し、生活保護を利用せざるを得ない人を、１００％を救済するこ

とだということを申し述べ、最後の質問に移ります。 

 最後に、住宅リフォーム助成制度について、お尋ねします。 

 この制度の創設については、これまで度々議会の中で求めてまいりました。 

 １年余り前は、県内で実施市町は７自治体でしたが、わずか１年で３倍化し、現在、

県内２１の市町村が実施に踏み切っています。 

 自治体問題研究所が県の産業関連表を使って、経済波及効果を試算しています。そ

れによると、この制度が県内全市町村に普及した場合の財政支出と、経済波及効果を

産業関連表で試算すると、直接効果、いわゆる最終需要額が５１億４千万円、第１次、

第２次の間接波及効果を加えると、総合効果は９８億３，１００万円となっています。 

 県が制度化する、あるいは県内全市町村が実施すれば、総合効果で１００億円規模

の経済波及効果があるというのが試算結果です。地域経済や雇用への効果は、もはや

明快であると言えるのではないでしょうか。 

 筑前町でも１日も早く創設に向け努力していただきたいと考えますが、見解をお尋

ねいたします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 今日までの状況といたしましては、県内では、議員おっしゃいますように、２１自

治体で取り組みをされているようでございますが。 

 ご質問の助成制度は、仕事おこしそれから地域経済の活性化の取り組みとしてのご

提案だと思っておりますが、本町といたしましても、当初予算から商工振興対策の１

つに、プレミアム商品券発行の補助を行っております。 

 今日までより多くの町内事業者に投資効果が及ぶよう、商工業育成の取り組みを行

ってきたところでございます。 

 プレミアム商品券につきましても、２３年度に行いました商品券、回収率が９９．

９％でございました。２４年度に行いました商品券の発行は、７月１７日から販売を

行いまして、７月末までに完売をいたしております。 

 ２３年、２４年の２カ年でも合計いたしますと１億１千万円のお金が、町内の商店、

事業所へ流れているということになるわけでございます。 

 回答として、以上でございます。 

 議  長  河内議員 
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 河内議員  お隣の筑紫野市では、プレミアム商品券も住宅リフォーム助成制度も両方やってお

ります。 

 住宅をリフォームする町民の方々も喜び、仕事を請け負う地元業者の方々にも仕事

と収入が増え、それによって町の税収も増える。まさに一石三鳥の制度と言えるので

はないでしょうか。 

 再考を強く求め、私の一般質問を終わります。 

 議  長  これにて１３番 河内直子議員の一般質問を終了いたします。 

 散  会  

 議  長  これで、一般質問を終結します。 

 本日の日程は、全部終了いたしました。 

 本日は、これにて散会いたします。どうもお疲れ様でございました。 

（１４：５５） 

 

 


